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1　研究の背景
1.1　社会背景 
　我が国の人口は、国立社会保障・人口問題研究所 (http://www.ipss.go.jp/)
の平成 24 年 1 月時点での推計では 2060 年には 8674 万人となり、1 億人
を下回るという（図 1-1）。また、人口減少に伴って人口高齢化も進行し、
2060 年の推計では 65 歳以上人口の割合が 39.9％となる。このような全国
的な人口減少、超高齢化といった変化は近年の傾向であり、郊外部など地域
ごとに見るとその変化はより顕著で、人口とその属性が地域間で著しく偏る
ことで、新たな過疎や高齢者密度の高い地域の発生や増加が懸念される。こ
れについて、都市の計画的な縮小、つまりコンパクトシティを目指した計画
の策定が急がれる。さらに、これを考える上で人口や世帯の詳細な把握が重
要である。
　一方で、都市計画学をはじめ多くの分野で、地域の人口を分析の前提に置
く研究は数多い。しかし、人口を把握する最も一般的な調査である国勢調査
には、ひとくちに人口と言っても単純な人口のほか男女別人口、年齢別人口
あるいは世帯数や世帯の形態など様々な属性別集計がある。さらに、過去の
人口やそれを基にした将来人口の推計なども時系列分析の際に有用である。
また、それらの集計する単位にも都道府県別、市町村別、小地域と呼ばれる
町丁目別集計の他、格子状に区切った領域で集計した基準地域メッシュ（一
辺約 1km）、二分の一地域メッシュ（一辺約 500m）、四分の一地域メッシュ（一
辺約 250m）などがあり、分析の目的や手法により適切なものを選択する必
要がある。
注・参考
図 1-1　人口将来予測
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注・参考
< 時系列分析について >
2002 年に日本測地系から世界測地
系に変換されたことに伴い、それま
でのデータとの境界のズレが生じ、
簡便な比較はできなくなった。しか
し、阪田ら（2012）は面積按分な
どを駆使し、一定の精度で変換を行
う手法の開発をしている。
阪田知彦・石井儀光・三好達也・雫
石和利・杉木直 (2012)：日本測地系
メッシュデータの世界測地系への変
換ツールの試作，地理情報システム
学会講演論文集，Vol.21，C-6-5
腰塚武志・栗田治 (1984)：メッシュ
データを用いた人ロ推定と平均距離
算出，日本都市計画学会学術研究論
文集，No.19，pp.319-324
1.2　国勢調査と GIS
　分析対象となる地域の人口を把握する際、一般には国勢調査を用いること
が多い。国勢調査の結果を GIS で扱えるデータを公表している e-Stat 政府統
計の総合窓口（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do）では、
小地域集計としては、男女別人口総数及び世帯総数、年齢別（５歳階級、４
区分）、男女別人口、世帯人員別一般世帯数、世帯の家族類型別一般世帯数、
住宅の種類・所有の関係別一般世帯数、住宅の建て方別世帯数、産業別（大
分類）・従業上の地位別就業者数、職業別（大分類）就業者数、世帯の経済
構成別一般世帯数の９分類が公開され、メッシュ集計としては基準地域メッ
シュと二分の一地域メッシュのいずれも男女別人口総数及び世帯総数のみの
公開となっている。以下に、これを含めて公開されている主な集計単位の簡
単な比較をまとめる。
■基本単位区集計
　基本単位区別集計は平成 2 年の国勢調査から導入された地域単位で、概ね
街区を基にした単位である。無償での公開はしておらず、基本単位区境界デー
タは原則として手に入らないため、集計値は各単位の代表点によるポイント
データとしてのみ扱える。
■小地域集計
　国勢調査小地域集計は、町丁目の単位で集計したもので上記にあげた様々
な集計値を公開しており、最も手に入れやすいデータ単位である。また、行
政区域に準拠しているため、自治体単位の取り扱いが容易である点が特徴で
ある。一方で、都市部に比べ山間部の集計単位が広く、町丁目単位よりも詳
細な分析には適さない。さらに、自治体単位での分析では、市町村合併など
による境界の変化により時系列分析が困難な場合がある。
■メッシュ集計
　メッシュ集計は年齢別人口などの集計値は無償公開をしておらず、無償で
公開しているデータは基準地域メッシュと呼ばれる約 1km メッシュと二分
の一地域メッシュと呼ばれる約 500m メッシュの人口の集計値のみである。
約 250m メッシュの人口（2 次メッシュと呼ばれる約 20km メッシュが政令
市または都区部にかかる地域限定）や、その他の集計値に関しては有償で販
売している。小地域集計と異なり、調査区域が一律であるため時系列分析に
適している。一方で、境界が調査区域と関係が無いためすべて推計値である
ことから一定の誤差があること ( 腰塚ら 1984) を理解しておく必要がある。
　地理情報システム（GIS）では、このようなデータから人口や世帯の分布
を可視化することが出来る。全国の集計で現れた高齢化や世帯形態の変化が、
どのように地域に分布しているか把握することは、1.1 で述べた問題への対
応として非常に重要である。しかしながら、国勢調査のような大規模な集計
データを地理情報システムで扱うデータとして整備することは、非常にコス
トが掛かることと、個人情報やデータの著作権などの問題で我が国では未だ
発展途上と言える。このことから、公開されているデータから必要なデータ
に加工する手法や理論は数多くの研究がなされているが、今後も発展が期待
される分野である。
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1.3　居住地の分散
　人口減少の影響による問題のひとつに人口密度の変化がある。我が国は、
高度経済成長期から無秩序に多くの住宅地が郊外を含め開発された。一方で、
モータリゼーション、大規模小売店舗立地法による郊外の大型ショッピング
センターの開発の影響から、中心市街地は衰退をはじめ、多くの都市でスプ
ロール化、ドーナツ化が問題となっている。その結果、郊外に向かって人口
密度の低い地域が広がることになった。これにより、近年の人口減少の影響
から歯抜け状に人口が点在し、分布が複雑になっていると予想される。
　その結果、広範囲に拡充された鉄道、バス、道路網や公共サービスなどが
今後の維持について懸念されるなど様々な問題が表面化することとなった。
山間部や過疎地域に住む高齢者などが " 買い物難民 " と呼ばれ始めたのも、
人口減少による近隣の商店の撤退や、自動車の運転が困難になったことによ
る行動範囲の縮小が原因で、公共サービスのみならず生活に必要な民間資本
のサービスさえも人口の分散化から維持が困難である地域が増加しているこ
とが窺える（奥田他 2012）。
1.4　人口のまとまり、コンパクトシティの動き
　1.3 で述べた問題が浮上し始め、我が国でもコンパクトシティや持続可能
都市についての関心が高まってきた。コンパクトシティの概念自体は、1973
年にダンツィクとサアティ（1973）によって初めて発表された。その後、コ
ンパクトシティについては我が国でも多くの研究が蓄積されてきた。また青
森市、富山市をはじめ複数の都市でコンパクトシティ政策を行っている。
　コンパクトシティ化の大きな目的としてはコンパクトシティを謳う自治体
が課題としている都市管理など行政コストの低減や、公共交通機関の利用率
増加による二酸化炭素排出量の低減など（森本 2011）であるが、これを実
現させるための手法や理論は具体化には至っていない。また、コンパクト
である基準や指標などもいまだ明確化されていないことも課題であると言
える。国土交通省でも平成 24 年に都市の低炭素化の促進に関する法律を施
行、平成 25 年に集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業を創設、さら
に、平成 26 年 8 月には都市再生特別法の改正により立地適正化計画制度と
して、都市機能誘導区域及び居住地誘導区域の設定を推奨し公共交通を軸と
した「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の考え方を基にした都市
構造の計画を進めていく方針を打ち出した。これにより、今後コンパクトシ
ティを目指す自治体は増加すると考えられる。例えば熊本市では、中心市街
地以外の地域拠点を駅やバス停を中心とした半径約 800m 圏とし、15 地点
設定し公共交通で結ぶ計画が進められている。しかし、公共交通で結ぶため
の拠点選出の基準や区域設定は各自治体の裁量に任せられるため、区域が広
範であったり拠点数が多いことにより、むしろ拡散化することが懸念されて
いる ( 肥後ら 2014)。
　このように、一極集中の旧来のコンパクトシティの考え方から多極を交通
網で結ぶ新たなコンパクト化の概念が提唱されている。しかし、多極型のコ
ンパクト化はともすると拡散化になりかねない。この多極型コンパクトシ
ティを考える上で、拠点の位置や数などは定量的な基準が必要であると考え
られ、その確立は喫緊の課題である。
奥田周平・讃岐亮・鈴木達也・吉川
徹 (2012)：移動距離と手段に着目し
た郊外市街地におけるスーパーマー
ケット撤退の影響分析，日本都市
計画学会都市計画報告集，No.11，
pp.44-49
Dantzig, G. B. and Saaty, T. L., 
1973, Compact City: Plan for a 
Liveable Urban Environment, W. 
H. Freeman, San Francisco.
森本章倫（2011）都市のコンパクト
化が財政及び環境に与える影響に関
する研究，都市計画論文集，No.46-
3，pp. 739-744
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フードデザート問題とは、生鮮食料
品店の撤退や、交通手段の欠如によ
り、食品の購入に関する生活の維持
に問題が生じる地域の発生や拡大を
指す。
2　研究について
2.1　研究の視点と目的
　以上に述べた背景から、本研究では人口減少に対応した今後の都市計画、
コンパクトシティ化計画における問題点を整理する。
　まず、コンパクト化を考える上で都市や地域の中心を議論する必要がある。
都市の中心を考える際には、鉄道駅等による鉄道網、道路網、さらには施設
分布など様々な指標が考えられるが、本研究では人口分布による中心性を考
える。この人口の中心性は、背景で述べたスプロール開発により分散化し、
さらに、市町村合併や近年の人口減少の影響から、複雑なものとなった。こ
れにより、人口分布を市町村単位、学区単位などではなく、より詳細に把握
することが必要となったと考えられる（図 1-2）。そのため、従来の人口分布
を把握する集計単位規模データでは、人口の中心性を議論する際に問題が生
じる可能性がある。
　次に、人口分布が分散化することにより地域ごとの需要の集中が崩れ、生
活利便施設の撤退が懸念され、近年では、食料品店などの撤退がフードデザー
ト問題として指摘されている。このことから、食事施設と人口分布、世帯分
布との関係を明らかにし、年齢別、世帯別の行動の違いと施設立地の分散の
問題点を考察する。
　これにより、移動と施設集約を基にしたコンパクトシティ化に向けた拠点
配置について考察を行う。
　以上より、本研究は以下の 3 つの視点を置く ( 図 1-3)。
（１）人口分布の詳細かつ簡便な把握
（２）人口属性を考慮した分布と施設立地
（３）人口分布、移動距離を基にした都市の中心性
（１）人口分布の詳細かつ簡便な把握
　背景で述べたように現状の問題を解決する際、実際の分布と公開されてい
るデータとの間に不整合が生じている。これを克服することが本研究の一つ
の視点である。
　このような不整合な状況を含む地域は市町村合併の影響や郊外、山間部な
ど多くの要因があり、大きさも様々である。このことから、どのような地域
でも適用可能な汎用性を持ったモデルの構築が望まれる。我々が人口分布を
把握する際、多くの場合には集計されたデータから確認することになる。あ
図 1-2　人口の中心性と集計単位
人口少
集計単位が大きいと中心がわからない 集計単位を小さくすると中心が見えてくる
人口多
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らかじめ定められた集計単位により調査地域を自由に決められないなどの問
題を生じることになるが、これを克服するための研究蓄積は多い。しかし、
これらの方法は人口以外のより精度の高い補助データを必要とした方法であ
り、高精度の推定には補助データの利用の可否による制約条件が課せられる。
　このことから、必要最小限のデータによる簡便で汎用的な手法が望まれる。
これにより、地域や時点に限らず人口やそれに類する詳細データを推定する
ことが可能となる。さらに、現時点の人口の他に、属性別人口、過去の人口、
将来推計など詳細な分布について把握することができる汎用性に優れたモデ
ル開発を目指す。
（２）人口属性を考慮した分布と施設立地
　人口減少下において、単純な人口減以上に人口属性、つまり年齢別人口や
世帯形態の分布に大きく偏りが生じることが予測される。例えば年齢別人口
に関しては就業の有無により通勤の必要性が異なり、駅を中心とした人口分
布では、利便性の論理が異なると考えられ、世帯形態も駅を中心とした地価
形成により、居住地選択に偏りが現れると予想される。このような人口分布
の傾向から、近年問題視されるフードデザート問題に見られるように、高齢
となった時の行動範囲の変化によりある地域、ある時点では極端に利便性が
減少する事態が起きることが予想される。
　これらの問題を考慮し年齢別人口、世帯分布を基に民間の施設で重要度の
高い食品を取り扱う施設と、都市としての交通拠点である鉄道駅利用時の立
ち寄り行動との関連から利便性について考察を行う。これにより、駅前のよ
うな移動が集中する地域と郊外の移動が分散する地域との差異について移動
拠点とは国土交通省によるコンパク
トシティ形成支援事業及び、立地適
正化計画制度における交通拠点とそ
の周辺の都市施設誘導区域を指すも
のとする。
図 1-3　研究の視点の構成
研究の視点（1）
人口分布を詳細に知る
人口の中心はどこか
研究の視点（2）
年齢や世帯について異なる需要と施設配置
移動の集中と施設の集中
研究の視点（3）
人口の集塊性、年齢や世帯について
拠点と移動の集中
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の集中と施設の集中に対する知見を現状の立地から把握することを目指す。
（３）人口分布、移動距離を基にした都市の中心性
　多極型コンパクトシティに向けた拠点について、人口分布を基に配置を考
える。都市機能の集約化と居住地の集約化を目指すことがコンパクトシティ
の目的であるが、集約化がより困難であると考えられる人口分布から拠点の
位置と数について決定するモデル開発を行う。複数の拠点を配置するに当た
り、分散化を回避しつつ多極型コンパクトシティを目指すことが望まれる。
つまり、それぞれの拠点が一定以上の利用者を見込み、拠点間の移動の集中
が確保されていることが必要であると考える。
　以上のことから、人口分布からみた多極型のネットワークを加味した中心
性、コンパクト化を考える。この時、それぞれの拠点は同質の重要性を持ち
並列的な関係を持った拠点であるとする。これにより、各拠点での住民の年
齢や世帯形態などの違いから、同質の重要性を持ちながらも固有の都市機能
に特化した、地域計画・都市計画が可能となる ( 図 1-4)。
図 1-4　本研究が目指すコンパクトシティの概念
・各拠点に需要が集中
・拠点間に移動が集中住宅
教育・文化拠点
医療・福祉拠点
商業拠点
拠点間ネットワーク
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図 1-5　研究の章構成
第一章　はじめに
1　研究の背景
2　研究について
人口分布および人口、世帯属性分布と移動距離を基にしたコンパクトシティに向けた施設配置分析
第八章　おわりに
1　本章について
2　研究の総括
3　今後の課題と展望
人口分布を詳細に知る
第二章　メッシュに着目した国勢調査における人口集計単位詳細化推定モデルの構築
1　はじめに
2　研究方法
3　推計結果
4　本章の結論
第三章　メッシュに着目した国勢調査における属性別人口詳細化
1　はじめに
2　研究方法
3　推計結果
年齢や世帯について異なる需要と施設配置
第四章　年齢別、世帯形態別分布と施設配置の分布特性のモデル化
1　はじめに
2　研究の方法
3　分析と考察
4　おわりに
第五章　年齢別、世帯形態別分布と施設配置の分布特性の分析
1　はじめに
2　研究の方法
3　分析と考察
4　おわりに
人口の集塊性、年齢や世帯について
第六章　人口分布の集塊性的に着目したコンパクトシティ化に向けた集約地域の選定モデル
1　はじめに
2　研究方法
3　結果
4　考察
5　年齢、世帯別の集塊
6　本章の結論
第七章　属性別人口分布に着目したコンパクトシティ化に向けた施設配置分析
1　はじめに
2　研究方法
3　結果
4　考察
5　年齢、世帯別の集塊
6　結論
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2.2　研究構成
　上記を踏まえ、本研究を以下のようにまとめる。
　まず、第二章で人口分布の詳細化についてのモデル構築を行う。人口分布
は施設配置研究においては、そのまま需要分布として用いられることが少な
くない。そのため、本研究の原論となる部分である。同章では、モデル構築
に引き続き精度の精査、誤差の傾向について論じる。また、第三章で、年齢
別人口、世帯形態別世帯数へのモデルの適用結果を示す。
　次に、第四章では人口減少下における、人口属性別分布を概観した後、近
年問題とされるフードデザート、つまり食事施設について人口属性分布と鉄
道駅、施設配置の関連性を理論的に明らかにする。さらに、第五章では第四
章に引き続き実都市における検証を八王子市周辺で確認する。
　第六章では、コンパクトシティ化に向け、人口分布を基にした都市の中心
性を探る。さらに、人口属性、鉄道駅をもとに集約地域の抽出、評価を行う。
続く第七章で、年齢により需要が異なると考えられる学校、医療福祉施設に
ついて拠点への最適配置について述べる。最後に第八章で、総括と今後の展
望について述べる。
　以上の研究の章構成とフローを図 1-5、図 1-6 に示す。
図 1-6　研究フロー
属性分布の
偏りを把握
人口の集塊性を把握
拠点配置の固定の重要性
拠点ごとの施設配分
都市施設と生活利便施設の
分布の関連を把握
人口分布を詳細に知る
第二章　メッシュに着目した国勢調査における人口集計単位詳細化推定モデルの構築
第三章　メッシュに着目した国勢調査における属性別人口詳細化
年齢や世帯について異なる需要と施設配置
第四章　年齢別、世帯形態別分布と
施設配置の分布特性のモデル化
第五章　年齢別、世帯形態別分布と
施設配置の分布特性の分析
人口の集塊性、年齢や世帯について
第六章　人口分布の集塊性的に着目した
コンパクトシティ化に向けた集約地域の選定モデル
第七章　属性別人口分布に着目した
コンパクトシティ化に向けた施設配置分析
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2.3　発表論文との対応について
　本研究は、筆者が発表した下記の投稿中を含む 3 つの査読論文を基に分析
を追加し、再構成したものである。
　それぞれの概要は①については八王子市を中心とした地域で年齢別人口、
世帯形態別世帯の分布について食事に関する施設との位置関係を分析した。
②については、国勢調査のメッシュ集計人口データを用いて簡便に集計単位
を詳細化するモデルの構築を行った。③については、食事に関する施設の利
用形態や施設を利用する際の行動の違いに着目し、それぞれ利用する負荷か
ら利用権域のモデルの構築と単身世帯分布との関係を分析した。
　本研究の第二章では、論文②におけるモデルをまとめ、第三章で年齢別人
口、世帯形態別世帯数への適用を行った。第四章で論文①、論文③のモデル
部分についてまとめ、第五章では論文①、及び論文②の実都市での検証部分
についてまとめた。
　第六章では、論文②から得られた知見を基にコンパクトシティ化に向けた
集約地域の選定モデルの構築を行い、第七章では第五章のモデル、論文①及
び論文③を基に人口属性別に需要が異なると考えられる代表的な都市施設の
配置について実都市での検証を行った。
①「鈴木達也，讃岐亮，吉川徹：住宅の食事機能を代替する行動の負荷によ
る世帯規模別・年齢別人口分布の分析 : 道路距離を用いて，日本都市計画学
会都市計画論文集，No.48-3, pp.927-932，2013 年 11 月」
②「鈴木達也，吉川徹，讃岐亮：メッシュに着目した国勢調査における人口
集計単位詳細化推定の考察，日本建築学会計画系論文集，第 79 巻　第 701 号 , 
pp.1603-1611，2014 年 7 月」
③「SUZUKI.T，YOSHIKAWA.T，SANUKI.R：Formulation of a 
Quantitative Method to Evaluate the Accessibility to Food Facilities 
Based on the Load of the Facility Utilization for Analysis of Population 
Distribution，Journal of Asian Architecture and Building Engineering，
再査読中）
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ 
　本章では、一章で述べた人口分布を詳細に把握する手法について提案する。
本章では、複雑に分散化した人口分布の中心を決定する際のデータの不整合
を解決することを目的としているため、どのような地域であっても適用可能
な汎用的なモデルを考案する。これを踏まえ、具体的には面補間法（Areal 
interpolation）を基に簡便で実際的な応用として、国勢調査メッシュデータ
を必要に応じた分解能まで詳細化することを目的とする。空間補間法のクリ
ギングや空間的相関の考え方を援用し、全国規模の解析範囲においても一定
の推定水準を確保する詳細化法の構築を試み、その精度と従来のモデルから
見た長所と短所について考察する。
　本章は、施設配置問題における需要の把握の可能性を示す意味で本研究の
根幹と位置付けられる。ここで得られる詳細な推計データは、実証分析の局
面では、対象地域の状況や分析のスケールなどを考えて使用するかどうかを
選択することになる。本論文の実証分析については、第五章では別のデータ
を用いて詳細なデータを推定可能な地域を対象としていること、また第六、
七章では分析のスケールが既存のメッシュデータで対応できる粗さであるこ
とから、ここで推計したデータを直接に用いることはしない。しかし本章で
得られる詳細な推計データは、コンパクトシティの計画上、別のデータを用
いることができない地域を対象とする場合や、分析のスケールが細かくなる
場合も多いと予想され、そのような場合でも分析が可能になることから、有
用性が高いと期待される。
1.2　研究の背景と目的
　わが国では、国勢調査の人口データは個人情報保護などの観点から、一般
的には集計されたデータで公表される。集計地区単位は都道府県、市区町村、
小地域など様々であるが、全国で均質で比較可能なデータとしてメッシュ統
計がある。特に、合併等による行政区域の変更が影響しないため、時系列比
較 ( 注 1) も可能であることから、その有用性が再び注目されている。メッシュ
集計人口データは、政府統計の総合窓口（http://www.e-stat.go.jp）におい
て基準地域メッシュと呼ばれる約1km四方のデータと二分の一地域メッシュ
と呼ばれる約 500m 四方のデータが公表されている。一方、統計情報研究開
発センター（http://www.sinfonica.or.jp）では、より狭域である四分の一地
域メッシュと呼ばれる約 250m 四方でのデータが利用できるが、これは政令
市や特別区を含む地域に限定される。たとえば新潟市は平成 19 年に政令市
に移行したので、平成 22 年度だけが利用できる。このように、データの精
度には地域や年度により偏りがある。
　そこで本研究では、全国で均質かつ詳細なデータ構築をデータ公表年次に
関わらず作成する推計方法を探求する。従って、データの年次間や地域間で
の偏りに関わらず一定水準の推計を行う必要があることから、人口分布の面
補間法でよく使用される補助データは用いず、メッシュ集計人口データのみ
を用いる。具体的には、まず、より広域の集計単位によるメッシュ人口集計
データから、空間的自己相関を考慮してより狭域の集計単位の人口の推計を
行い、公表データとの適合度を確認し、推計の有効性を観察する。一方で、
人口以外の公表データを補助的に使用した面補間法の例としてよく使用され
注・参考
注 1
< 時系列分析について >
2002 年に日本測地系から世界測地
系に変換されたことに伴い、それま
でのデータとの境界のズレが生じ、
簡便な比較はできなくなった。しか
し、阪田ら（2012）は面積按分な
どを駆使し、一定の精度で変換を行
う手法の開発をしている。
阪田知彦・石井儀光・三好達也・雫
石和利・杉木直 (2012)：日本測地系
メッシュデータの世界測地系への変
換ツールの試作，地理情報システム
学会講演論文集，Vol.21，C-6-5
張長平 (2000)：空間データ分析と
地理情報システム，地學雜誌，Vol. 
109，No.1，pp.1-9
貞広幸雄 (1999)：面積按分法を用い
た個数データ推定において生ずる誤
差について，GIS 理論と応用，7(1)，
pp.1-9
第二章　メッシュに着目した国勢調査における人口集計単位詳細化推定モデルの構築
23
る建物データを用いた場合との比較と、小地域集計値の再現性の検討を行う。
これにより、最小限のデータから実用に耐えうる推計精度の詳細化法の構築
を目指す。
1.3　研究の位置づけ
　本研究は、空間補間法のうち面補間法に分類されるが、この空間補間法
には様々な研究の蓄積がある。まず、張 (2000) は、空間補間法 (spatial 
interpolation) を体系的に分類し、それぞれの研究蓄積について述べて
いる。また、貞広（1999）は、空間補間法の中から、面補間法 (areal 
interpolation) の面積按分に着目し、真のデータの個数と推計値との誤差を
確率モデルを用いて分析した。その結果、点オブジェクトが一様に分布して
いる場合、単位地区の大きさは小さく、円に近いほど誤差は小さくなること
を明らかにした。さらに、点補間法では、三浦 (2010) は、クリギング (kriging)
の手法と推定の限界について言及している。一方、村上ら (2011) は、面補
間におけるクリギングの新たな手法を考案し、駅の距離や地価の影響と人口
の空間的相関を加えることにより精度のよい面補間法を構築した。
　本研究に関連するメッシュデータを中心としたデータの集計単位に関して
も多数の研究がある。たとえば、玉川(1987)は、土地利用の同質性に着目して、
地域に応じてメッシュの規模を最適に決定するモデルの構築、考察を行って
いる。また、腰塚ら (1984) は、メッシュデータの集計誤差に着目し、その誤
差を最小にするようなメッシュ規模の推定と、それを用いた距離解析におけ
る平均距離の誤差への影響を考察した。さらに、伊藤 (2004) は、14 分類し
た業種の特化の度合いを測るため、MDL 基準により選択した二分木矩形分
割を基にした領域内で推定を行った。これにより、適切な空間単位のもとで
各業種の特化度合いや、空間的な分布を視覚化している。一方、讃岐ら (2010)
は、集計地区単位問題（modifiable areal unit problem）(Fotheringham，A.S. 
et al.1991，Openshaw，S.1984) のうち、行政区画による集計単位の違い
から道路距離計測にもたらす誤差を、実都市を対象に明らかにした。
　さらに本研究に深い関連がある空間的自己相関あるいはそれとメッシュ
データの関係に関する論文としては、次のものが挙げられる。青木ら (1986)
は、空間相関分析法に基づいて空間変動の周期とメッシュサイズとの関係性
を考察し、種々のデータごとに周期を算出することで、メッシュサイズの変
更による要素の抽出と考察を行った。また客野 (2013) は、土地利用の変化を、
メッシュの隣接による空間的な自己回帰性を持った説明変数を考慮したモデ
ルで回帰分析を行い、精度の向上を確認している。さらに、吉川(2010)は、メッ
シュの隣接関係の重みづけを幾何学的に考察している。
　このように、空間補間や、メッシュサイズ、集計単位による誤差に着目し
た既往論文は地理学や都市計画学を含めて多くの蓄積がある。特に空間補間
に関する研究は、集計データは公表されている集計単位でしか扱えず、任意
の分解能に置換することが出来ない問題の解決に論点を置いている。しかし、
多くの研究が調査区の単位よりも詳細な集計データの使用や、補助データの
使用を前提に議論を進めており (Lam，N.S1983)、全国規模での推定や、過
去の人口分布の推定においてこのようなデータが得られない状況での適用は
困難である。
　そこで、本研究では全国規模で、かつ過去においても同水準での入手が容
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易であると考えられるメッシュデータのみを扱い、集計単位の粗いメッシュ
から細かいメッシュの人口を推計することを目的とする。具体的なフローは
図 2-1 に示した通り、公表されている 1km メッシュ人口集計から、500m メッ
シュ人口を推計する詳細化法を構築し、公表されている 500m メッシュ人口
と比較することによる評価と考察を経た後、500m メッシュ人口を用いて、
限られた地域のみで公表されている 250m メッシュ人口を推定、比較を行う。
さらに、補助データとして公開されている建物分布を用いた面補間法との比
較と、小地域集計値の再現性の検討を行う。これらによって本研究における
モデルの適合度を判断する。
2　研究の方法
2.1　手法概要
　人口分布の多寡は、都市経済学のモデルにおいては中心業務地区から連続
的な関数で近似できるとしており、現実的にも距離が近い地域の人口密度は
類似している。これは従来の空間補間手法のクリギングや空間的相関の研究
蓄積からも自明である。
　これを踏まえ、本研究では、メッシュの細分にあたって「隣接メッシュ」
のみの影響に着目し部分的な傾向面を考慮することで全体的に一定の推計精
度を担保できると予想した。これを確認するため、実在するデータからモデ
ルの適合度を測る。
　また、国勢調査小地域集計や国が提供する地図情報である空間情報基盤な
どの、全国的に利用可能な空間情報を組み込むことによる従来の面補間法の
手法との比較も行う。さらに、メッシュ規模別の推計結果の比較から実用的
なモデル採用基準を明らかにする。
　これにより、実人口と適合度の高いモデルを構築、選択することにより、
全国で利用可能な均質かつ詳細な人口分布データの構築が可能になると期待
される。
2.2　モデル概要
　本研究では、既往研究 ( 貞広 1999，村上ら 2011) に倣い面補間前の空
間単位を集計単位 (Source zone)、面補間後の集計単位を配分単位 (Target 
zone) と呼ぶ。研究の流れとして、集計単位メッシュから配分単位メッシュ
の分配割合を推定することに重点を置く。本研究で扱うメッシュデータは、
常に集計単位の中に境界を共有した配分単位が4つ存在していることになる。
さらに、本モデルは補助データを扱わず、メッシュデータのみから詳細化し
ていくことを目的としているため、例えば集計単位である 1km メッシュ人
口から配分単位である 500m メッシュ人口を推計する際には、1km メッシュ
を 4 分割したメッシュの推計となる。そこで、「隣接メッシュの影響」を明
らかにするため、比較モデルとして、各配分単位メッシュへの分配割合を均
等に 0.25（左記）としたモデルを等分推計と呼ぶこととする。また、地理的
連続性を考慮する際の隣接の定義として、吉川 (2010) を参考にメッシュの
隣接関係を考慮し、8 つの推計モデルを構築した。本研究における隣接メッ
シュの影響を組み入れたモデルを隣接推計と呼び、図 2-2 にその概要を示す。
大きく分けると、辺を共有するノイマン近傍と辺または点を共有するムーア
近傍の２種類について考えるが、この際、辺を共有する 4 メッシュと点を共
青木義次・大佛俊泰・尚炯鐘 (1986)：
都市メッシュデータ解析における
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Vol.78，No.689，pp.1695-1704
吉川徹 (2010)：メッシュデータを用
いた土地利用隣接関係分析における
2 正方形をよぎる線分に着目した近
傍メッシュの重み付けの分析，日本
建築学会大会学術講演梗概集，F-1，
都市計画，pp.1019-1020
L a m ， N . S ( 1 9 8 3 ) ： S p a t i a l 
interpolation methods，: A review. 
The American Cartographer，10，
pp.129-149
上位メッシュに含まれるメッシュが
海岸線などの影響により、存在しな
い場合がある。これを考慮し、実際
は当該メッシュに含まれるメッシュ
数で除した値を採用する。
例 3 メッシュの場合 0.33 等
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図 2-1　検証フロー
図 2-2　推計モデル概要
1 のメッシュの係数は
a a,b,c,d,e,f,g,h：該当メッシュの人口 ( 既知 )
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有する 4 メッシュでは距離が異なる。これは、道路網や河川など連続性を阻
害する要因を考慮すると、どのような隣接を考えると人口の連続性を説明で
きるかの確認、比較のためそれぞれに重みをつけたモデルを考える。
　この各モデルを比較することにより、隣接メッシュの説明力の増減をメッ
シュサイズの違いや地域間で明らかにする。さらに、従来の面補間法との比
較を行い精度の水準を確認する。
3　推計結果
　ここでは、全国の 1km 人口が 1 人以上のメッシュにかかる 500m メッシュ
を対象として推計を行った。また、500m メッシュから 250m の東京都区部
と政令市を対象にした推計と併せて、全国を 8 分割した地域ごとの推計を行
い、地域差を概観する。さらに、人口規模を考慮した誤差の傾向について分
析を行った。
　集計単位メッシュにかかる4分割された配分単位メッシュは、集計単位メッ
シュの人口を配分することで得られる。ただし、メッシュ集計自体もある意
味では推計値であり ( 腰塚他 1984)、人口が極めて少ない秘匿メッシュもあ
ることから、これらは真の人口とは必ずしも一致しない。しかし、本研究で
はこの影響を軽微とみなして問題としないこととする。
腰塚武志・栗田治 (1984)：メッシュ
データを用いた人ロ推定と平均距離
算出，日本都市計画学会学術研究論
文集，No.19，pp.319-324
表 2-1　回帰分析 1km → 500m メッシュ 表 2-2　回帰分析 500m → 250m メッシュ
係数モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
等分係数 0.426 0.2945
係数モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
ノイマン近傍分割1 0.461 0.2854 ○
ノイマン近傍分割2 0.336 0.3165
ムーア近傍分割1 0.416 0.2970 ○
ムーア近傍分割2 0.328 0.3184
角近傍 0.290 0.3274
ノイマン・ムーア近傍 0.421 0.2955 ○
角・ムーア近傍分割1 0.387 0.3041
角・ムーア近傍分割2 0.320 0.3210
人口モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
等分推計 0.882 195.8030
人口モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
ノイマン近傍分割1 0.893 186.4690 ○
ノイマン近傍分割2 0.797 256.3680
ムーア近傍分割1 0.867 207.2372
ムーア近傍分割2 0.795 257.7700
角近傍 0.772 271.7360
ノイマン・ムーア近傍 0.881 196.7200 ○
角・ムーア近傍分割1 0.845 224.3790
角・ムーア近傍分割2 0.790 260.6470
mesh 数 714571
係数モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
等分係数 0.590 0.2036
係数モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
ノイマン近傍分割1 0.635 0.1922 ○
ノイマン近傍分割2 0.557 0.2117
ムーア近傍分割1 0.605 0.1998 ○
○
ムーア近傍分割2 0.544 0.2148
角近傍 0.508 0.2231
ノイマン・ムーア近傍 0.613 0.1979
角・ムーア近傍分割1 0.581 0.2059
角・ムーア近傍分割2 0.535 0.2168
人口モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
等分推計 0.892 207.7540
人口モデル（単回帰） 決定係数 標準誤差
ノイマン近傍分割1 0.894 205.5810 ○
ノイマン近傍分割2 0.820 267.6610
ムーア近傍分割1 0.875 223.4220
ムーア近傍分割2 0.820 267.3420
角近傍 0.806 278.2050
ノイマン・ムーア近傍 0.885 213.8840
角・ムーア近傍分割1 0.858 238.1260
角・ムーア近傍分割2 0.817 269.5780
mesh 数 67793
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3.1　推計モデルの比較
　ここでは、図 2-2 に示した、隣接メッシュ人口を考慮したモデルと等分し
た場合との推計結果を比較する。まず、1km メッシュから 500m メッシュ
の人口を推計する。公表されている人口を目的変数とし、それぞれのモデル
での推計値との回帰分析を行った結果を表 2-1 に示す。ここで言う係数モ
デルはそれぞれのメッシュへの分割する割合のみを見たものであり、各メッ
シュは平等に扱われる。また、人口モデルは割合を乗じた人口で見たもので
あり、人口が多い地域に重みが付いた結果となる。
　まず、係数モデルを見ると等分推計モデルは決定係数 0.426 であり、隣接
モデルの中で比較的高い値を示すのは、ノイマン近傍分割 1、ムーア近傍分
割 1、ノイマン・ムーア近傍の 3 モデルである（表 2-1 の○）。さらに、分
割 2 のモデルよりいずれも分割 1 のモデルの当てはまりがより良いことがわ
かる。
　次に、人口モデルを見ると等分推計モデルでは決定係数 0.882 と高い。し
かし、隣接モデルの中でも、ノイマン近傍分割 1、ノイマン・ムーア近傍では、
0.893、0.881 という比較的高い決定係数を示した（表 2-1 の○）。図 2-3 に、
この時の等分推計モデルとノイマン近傍分割 1 モデルのそれぞれの散布図を
示した。
　以上から、係数モデルでは、全体として決定係数は 0.4 を少し超える程度
であるが、係数を 1km メッシュ人口に乗じて得た人口モデルでは、決定係
数は 0.9 近くの値を示し、人口分布のモデルとして概ね有効であることが示
された。係数と人口の両モデルで、推計結果の差を生む要因として、サンプ
ルごとの人口の差が大きいことが挙げられる。このことから、人口が多い地
域と過疎地域で推計方法を使い分けると精度向上につながると推察される。
さらに、等分推計モデルとの比較から、推計結果が優位なモデルは、ノイマ
ン近傍分割1とノイマン・ムーア近傍であった。これらは、いずれも角近傍メッ
シュよりもノイマン近傍メッシュに重みをつけたモデルであり、メッシュ間
距離に対応した傾向があることが示唆された。
　次に、同様に、500m メッシュから 250m メッシュの人口推計を行う。こ
の時、250m メッシュ人口が公表されているのは、東京都区部と政令市のみ
であるため宮城、埼玉、千葉、東京、神奈川の政令市と都区部を含む 10km メッ
シュが覆う地域 ( 以下、政令市と略す ) での推計を行った ( 表 2-2)。係数モ
図 2-3　等分推計とノイマン近傍分割 1 の散布図
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デルでは、500m メッシュを推計する場合に比べて決定係数が高いが、傾向
は類似しており、ノイマン近傍分割 1、ムーア近傍分割 1、ノイマン・ムー
ア近傍が高くなっている（表 2-2 の○）。人口モデルでは、500m メッシュ
推計時と同様に、ノイマン近傍分割 1 モデルが最も当てはまりが良く、0.894
の決定係数を得た（表 2-2 の○）。しかし、等分推計との差はほとんどなく、
どちらの推計も高い精度で推計が行えることがわかった。
　続いて地域差を調べるため、500m メッシュの全国推計について、全国を
8 つの地域に分割し、それぞれ推計した結果を表 2-3 に示す。いずれの地域
でも、決定係数に多少の差はあるが、最も精度の高いモデルはノイマン近傍
分割 1 であった。しかし、それぞれの地域で等分推計との差に違いが見られ、
大都市がある地域では等分推計との差が小さくなる傾向が見られた。
3.2　小地域人口からの建物面積按分
　続いて、補助データを使用したときの推計精度との比較のため、全国で
整備され入手が容易である基盤地図情報 25000 の建物外形ポリゴン（左記）
を補助データとして用いた。このデータから、ポリゴンの面積に応じて、建
物ごとに国勢調査による小地域集計の人口を按分したデータを作成した。得
基盤地図情報の建物ポリゴンデータ
は、都市計画基礎調査に比べ、建物
用途や階数が不明であることから、
人口按分の際に誤差が増加すること
が考えられる。しかし本研究では、
入手の容易さを重視して基盤地図情
報を用いた。
表 2-3　回帰分析 1km → 500m メッシュ地域別結果
表 2-4　建物按分と各モデルのメッシュサイズ別決定係数比較
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州沖縄
北海道 青森県 茨城県 新潟県 三重県 鳥取県 徳島県 福岡県
岩手県 栃木県 富山県 滋賀県 島根県 香川県 佐賀県
宮城県 群馬県 石川県 京都府 岡山県 愛媛県 長崎県
秋田県 埼玉県 福井県 大阪府 広島県 高知県 熊本県
山形県 千葉県 山梨県 兵庫県 山口県 大分県
福島県 東京都 長野県 奈良県 宮崎県
神奈川県 岐阜県 和歌山県 鹿児島県
静岡県 沖縄県
愛知県
最良推計モデル 最良推計決定係数 等分推計決定係数
北海道 ノイマン近傍分割1 0.895 0.876
東北 ノイマン近傍分割1 0.850 0.829
関東 ノイマン近傍分割1 0.912 0.904
中部 ノイマン近傍分割1 0.868 0.857
近畿 ノイマン近傍分割1 0.887 0.877
中国 ノイマン近傍分割1 0.842 0.817
四国 ノイマン近傍分割1 0.864 0.832
九州 ノイマン近傍分割1 0.863 0.845
範囲 建物按分 ノイマン推計 等分推計
10kmメッシュ 全国 0.869 - -
1kmメッシュ 全国 0.713 - -
500mメッシュ 全国 0.585 0.893 0.882
250mメッシュ 政令市 0.745 0.894 0.892
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図 2-4　ノイマン推計誤差と等分推計誤差の差分布
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られた建物ごとの人口を、10km、1km、500m、250m メッシュに再集計す
ることで、各メッシュの推計人口を算出した。これを按分値と呼び、3.1 節
で精度の高かったノイマン近傍分割 1 モデル（以下ノイマン推計と呼ぶ）と
等分推計の決定係数と比較した ( 表 2-4)。
　まず、配分単位が小さくなるにつれ推計精度が悪化することがわかった。
また、小地域集計を用いた建物按分では等分推計、ノイマン推計による推計
方法を採用した方が高い推計精度が得られた。
3.3　人口規模を考慮したモデルの使い分け
　図 2-4 に、500m の推計時と 250m の推計時におけるノイマン近傍分割 1
モデルと等分推計の誤差の、人口規模による分布を示した。これは等分推計
時の実人口との差の絶対値からノイマン推計時の実人口との差の絶対値を引
いたもので、値が正になるほど相対的にノイマン推計が優位となり、負にな
るほど等分推計が優位であると判断できる。つまり棒グラフの長さは他方の
推計モデルと比べた時の誤差の小ささを表す。縦軸は集計単位のメッシュ人
口である。
　これを見ると、人口規模が小さい地域ではノイマン推計が等分推計に比べ
当てはまりが良いことがわかる。一方、人口規模の大きい地域ではノイマン
推計の当てはまりが悪くなり、等分推計の当てはまりが良くなっていくこと
がわかる。
　次に、図 2-4 の差を累積グラフにしたものが図 2-5 である。これは図 2-4
のグラフのをメッシュ人口が少ない方から足していったものであるため、グ
ラフの傾きが正の時は常に等分推計の誤差が大きいことを示しており、ノイ
マン推計が優位であることになる。500m 推計時では 1km メッシュの人口
が約 5900 人、250m 推計では 500m メッシュの人口が約 3270 人を境界と
して傾きの正負が変わることがわかる。これにより、ノイマン推計と等分推
計の優位性が入れ替わる閾値が存在することがわかった。以上より、人口規
模に応じてノイマン推計と等分推計を使い分ける境界値が存在し、その閾値
により推計方法を選択することで推計精度を高めることが出来ることが明ら
かとなった。
図 2-5　ノイマン推計誤差と等分推計誤差の累積差
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3.4　面積按分による小地域人口集計の再現性の検討
　面補間法の最も基礎的な方法である面積按分は、集計単位内の配分単位の
かかる面積に応じて、集計値を按分していく方法である。これは、人口で考
えると集計単位内に一様に分布しているほど精度が上がることが考えられ
る。しかし、現実には一様に分布している地域などは少なく集計単位内には
偏りが存在する。これを解決する方法は、集計単位を小さくすることで分布
の偏りを小さくすることである。そこで、前節までで述べた本モデルの推計
結果による小さい集計単位を基にして、新たな配分単位の推計に用いた場合
に、小地域人口集計をどこまで再現できるかを確認することにより、本モデ
ルの適用可能性を検討するとともに、精度の確認を行う（図 2-6）。
　このため、精度の高かったノイマン推計と等分推計の 250m メッシュデー
タを集計単位として、全国の小地域人口を面積按分によって推計した。比較
のため、本モデルを使用する前、つまり 500m メッシュの公表値を集計単位
として推計したものと併せて表 2-5 に示した。
　結果を見ると、500m メッシュデータを用いた推計では、決定係数が 0.924
であったのに対し、250m ノイマン推計では、0.943 と精度が高まることが
確認された。また、250m 等分推計は集計単位内に偏りがなく一様と仮定し
たものであり、これは、面積按分の誤差の現れ方とほぼ同じであると予想さ
れ、結果はその通り 500m メッシュを用いた面積按分推計とほぼ同様の精度
であった。
　さらに、人口密度を 4000 人 /km2 で分けたときの結果を表 2-6 に示す。
人口密度が 4000 人 /km2 未満のときには、500m 及び、250m 等分推計に
よる面積按分の値が低下し、250m ノイマン推計による面積按分がより優位
となることがわかった。さらに、人口密度が 4000 人 /km2 以上の場合であっ
ても、両者の差は小さくなるものの、250m ノイマン推計による面積按分を
行った方が小地域人口推計の精度が高くなることがわかった。
図 2-6　小地域面積按分概要
表 2-5　小地域面積按分人口推計比較
表 2-6　小地域面積按分人口推計比較 _ 人口密度別
小地域境界
500mメッシュ (公表値 ) 250mメッシュ (推計値 )
メッシュ境界
決定係数 標準誤差
500mメッシュ面積按分 0.924 308.8641
250m等分推計面積按分 0.924 308.8712
250mノイマン推計面積按分 0.943 268.9499
小地域数　217374
人口密度4000人/km2未満　小地域数138338
決定係数 標準誤差
500mメッシュ面積按分 0.900 265.5554
250m等分推計面積按分 0.900 265.5677
250mノイマン推計面積按分 0.931 219.7715
人口密度4000人/km2以上　小地域数79036
決定係数 標準誤差
500mメッシュ面積按分 0.951 329.8085
250m等分推計面積按分 0.951 329.8085
250mノイマン推計面積按分 0.955 318.8535
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3.5　誤差
　ここでは以上を踏まえ、推計の結果から、誤差の表れ方を観察することで、
モデルの適用範囲の検討を行う。
　図 2-7 に、ノイマン推計及び、等分推計の値からそれぞれ 500m メッシュ
の実人口を引いた誤差の分布を 1km メッシュの人口別、500m メッシュの
ノイマン推計の係数別に示した。同様に、図 2-8 に政令市による 250m メッ
シュ推計時の誤差の分布を示した。グラフの横軸の幅は当該の集計単位人口
区分の最大人口に合わせた。これにより、モデル適用時の誤差の表れ方をメッ
シュの特徴ごとに把握、比較することが出来る。
　図 2-7 より下記が読み取れる。1km メッシュ人口がどのような規模であっ
ても、配分単位係数が大きくなる、すなわち配分される人口が多くなるにつ
れ誤差の範囲が大きくなる傾向ある。これは、下記の理由によると考えられ
る。ノイマン推計において係数の最大値は 0.5 であり、そうなる場合は、隣
接する 4 メッシュの内、向かい合わない 2 メッシュのみが人口 0 人の時であ
る。これは、沿岸部や大規模河川近辺などが考えられ、可住メッシュと非可
住メッシュが近接することが誤差の増加の要因となっていると推測される。
　一方で、配分される人口の割合すなわち配分単位係数が一定であれば、
1km メッシュ人口が多くなるにつれ誤差の範囲が小さくなる。このことから
人口が多く、沿岸部などを含まない地域では隣り合うメッシュ間で人口の大
きな差が無く連続的であるため、安定した推計が行えることが伺われる。こ
のとき、1km メッシュ人口すなわち集計単位人口が 5000 人を超えると、等
分推計の方が誤差の範囲が小さくなることが見て取れる。
　以上より下記の整理が可能である。等分推計では係数が多くの場合 0.25
となるため、ノイマン推計の係数が 0.25 から離れる、つまり隣接メッシュ
の人口に差がある地域では、ノイマン推計を採用する意義が大きい。一方で、
3.3 節で述べたように、集計単位人口が多い地域では、等分推計を用いた方
が誤差の分散を小さくすることが可能である。
　さらに、集計人口が少ない場合に誤差の最頻値が正方向に偏っている理由
としては次が考えられる。本モデルでは、集計単位による連続性を基に、配
分単位係数を決定している。しかし、集計単位には表れない公園や小規模な
河川などの非可住地域を多く含む配分単位では、隣接メッシュを考慮するこ
とによる連続性を基にした本研究の推計モデルでは、少ないながらも人口が
振り分けられる場合が多い。また、このような連続的でない人口分布を生み
出す要因は、地形的及び公園など小規模な非可住地域などによるものと、タ
ワーマンションのような非連続的に人口が密集する地域の両方が考えられる
が、集計人口単位が少ない地域で誤差の最頻値が正方向に偏る要因としては、
前者の地域が多数存在することに由来する可能性がある。
　政令市における 250m メッシュの推計の場合でも同様の傾向を持っている
ことから、集計単位人口と配分係数を用いた地域分割により、推計時の誤差
を把握することが可能であり、この結果を利用する際に生じる歪みについて
も予見が可能であると言える。
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図 2-7　集計人口と配分係数による誤差分布比較 _500m 推計
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図 2-8　集計人口と配分係数による誤差分布比較 _250m 推計
配分単位係数R=0.25未満 配分単位係数R=0.25-0.5未満 配分単位係数R=0.5
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4　本章の結論
　以上より、1km メッシュから 500m メッシュの人口推計モデルを構築し、
その精度を確認した。さらに、500m メッシュから 250m メッシュの人口推
計を行ったところ、その精度は多くの場合、500m メッシュを利用するより
も精度の高い推計が行えることがわかった。また、この結果は対象地域の人
口密度に影響があることが示唆され、このことを考慮しつつ、モデルを選択
することでより精度のよい推計を行えることが明らかとなった。詳細な知見
を以下にまとめる。
4.1　モデルの特徴
　まず、一般的に面補間法では、詳細かつ対象範囲に応じた多量なデータを
用いた方が精度が高くなるのに対して、本研究では、利用可能なデータが
限定された状況を想定し、簡便にメッシュデータのみで推計を行うことで、
250m メッシュ程度の人口推計を行う実用的なモデルを構築することが出来
た。この時、係数モデルと人口モデルでは異なる傾向が見られた。このことは、
各メッシュに与えられた人口が異なることによる、サンプル間の重みの差異
に起因すると考えられ、この傾向はメッシュ規模に関わらず存在することが
わかった。これは、人口密度が高い地域内では高層化による人口密度のミク
ロな濃淡があり、隣接メッシュに関わらず人口集中の傾向がランダムである
ためであると推測され、これは建物単位で考えるとより顕著になると予想さ
れる。従って、単純なメッシュ規模による影響ではなく、人口密度が高い地
域の面積とメッシュ規模の間に適正な関係が存在することが推測される。ま
た、図 2-7、図 2-8 から、集計単位の人口と配分単位に割り付けられる係数
から個々の配分メッシュの推計人口の誤差を推し量ることが出来る。このこ
とから、集計単位人口が多く、配分係数が低いメッシュでは誤差が小さく適
用への問題は小さいことがわかる。一方で、配分係数が高いメッシュや集計
単位人口が 100 人未満などの地域では、30％程度からそれ以上の誤差も少
なからず生じることがわかった。このような地域では、等分推計時の誤差も
大きく、相対的にはノイマン推計を用いることで誤差を抑えることが出来る
ことがわかった。
　次に、等分推計と隣接推計を比較したことにより、ノイマン近傍分割 1 モ
デルが常に優位であることがわかった。また、従来の面補間法における代表
点法でよく用いられる小地域集計からの建物按分人口推計は、都市計画基礎
調査などに記載されている建物用途や階数情報など詳細なデータが手に入ら
なければ、本モデルによる推計に比べ推計精度は低くなることがわかった。
　さらに、本研究で提案したノイマン推計は人口規模の小さい地域でより有
効であることがわかった。そのため、ノイマン推計モデルと等分推計モデル
を対象地域によって選択することで精度を高めることが出来る。具体的には、
人口規模による境界値は 500m 推計時には 5900 人 /1㎞メッシュ未満では
ノイマン推計、それ以上では等分推計を選択し、250m 推計時には 3270 人
/500m メッシュ未満ではノイマン推計、それ以上では等分推計を選択するこ
とで、さらに推計精度を高めることが出来る可能性が示唆された。
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4.2　モデルの課題と発展
　一般的に、選択モデルの優位性や推計精度には、対象地域の人口密度など
固有傾向が存在し、それは対象地域の性質に左右される。一方で、推計メッ
シュの規模の問題が存在する。これらの対象地域の性質による傾向と、メッ
シュ規模の二つの問題を考慮したモデル選択と推計精度の向上のための方策
については、さらに熟慮する必要があると考えられる。本研究で得られた
推計方法を選択する境界値は、1km メッシュと 500m メッシュのものでは、
人口密度としては違いがある。このことは、得られた境界値が対象地域の性
質に依存しない普遍的な値であるとは言えない結果である。そのため、対象
地域の固有の空間的な特徴を分類したうえで、メッシュサイズによりモデル
をメッシュごとに選択することで、より実情に整合した人口分布を得られる
モデルを構築することが今後の課題と言える。この際には、緯度の違いによ
るメッシュサイズの違いも考慮する必要がある。これらを総合し、メッシュ
サイズや人口密度の違いに関わらず普遍的なモデルを構築することが課題で
ある。
　また、基本単位区別集計や、都市計画基礎調査などによる精緻な建物デー
タを駆使したメッシュ以外の詳細な人口集計データを用いた一般的な面補間
法との比較を行い、推計精度を確認することも重要な課題である。また、得
られた人口推計データを立地分析に利用するためには、人口重心点や人口代
表点といった人口分布のまとまりを推計したデータとして取り扱う必要が生
じる。このことから、貞広 (1999) と同様に、人口代表点データの作成時の
集計誤差とともに、たとえば讃岐ら（2010）による GIS の道路距離解析時の、
道路密度によるアクセシビリティの誤差の影響分析を拡張して、立地分析に
おけるメッシュ集計データと詳細な地域集計データや建物データを用いた人
口集計データとの間の比較を行うことも、本研究の発展として考慮すべき問
題である。
　さらに、星田ら (2011) は、本論文におけるモデルのようなメッシュの隣
接の幅に着目し、人口の推移確率に地理的連続性があるとして、500m メッ
シュ規模の将来人口予測モデルを構築している。このような人口以外の要素
に着目し、本モデルで扱ったメッシュの隣接関係による推計の可能性を探り、
モデルの汎用性について発展させることも重要な問題である。特に、将来人
口推計の詳細な分布はコンパクトシティを考える上で重要な要素であると言
える。本章で得られた推計データは、本論文では直接取り扱うことはしてい
ないが、推計手法を援用することで、コンパクトシティ計画に向けたより精
緻な将来人口推計の把握が期待される。以上のことを今後の課題としたい。
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ 
　本章では、前章でのモデルを基に、人口属性別分布への適用結果を例示す
る。これにより、第二章によるモデルの発展可能性を示す。
1.2　本章の目的
　本章では、年齢別人口及び、世帯人員別世帯数分布によるモデル適用を試
みる。これにより、山間部や粗いメッシュでは反映されない微地形の影響を
組み込むことが出来、郊外部の高齢化や、人口の広がりがより精緻に確認で
きる。
　また、新たな集計データへのモデル適用への問題点も整理する。
2　モデル適用結果
　分析地域を関東地域として、メッシュ統計年齢 3 区分、世帯人員別世帯数
の 500m 集計データを基に、250m 集計データを作成する。また、分解能の
違いをみるため八王子市を拡大した図も併せて示した。
2.1　年齢別人口分布
　まず、年齢 3 区分（15 歳未満、15 歳以上 65 歳未満、65 歳以上）の
500m のメッシュ統計データと推計 250m メッシュ結果を、それぞれ図 3-1
から図 3-6 に示す。さらに、図 3-7 から図 3-10 に 75 歳以上、85 歳以上の
結果を示す。
　500m メッシュによる集計データから、250m メッシュ集計を第二章でま
とめたモデルにより推計することが出来た。これは、第一章、第二章で述べ
たように、250m メッシュ集計データは政令市及び、東京都区部 23 区に 2
次メッシュ（20km メッシュ）がかかる地域のみの公表となっているため、
図 3-4 から図 3-6 に示したような関東全域の集計データは得られない。
　この結果は第二章で述べたように、一定の誤差はあるものの、年齢別人口
の把握という意味で、一つの手法となり得る。
2.2　世帯形態帯別世帯分布
　ここでは、世帯人員別世帯数（単身世帯、世帯人員 2 人、世帯人員 3 人、
世帯人員 4 人、世帯人員 5 人以上）の 500m のメッシュ統計データ及び推計
250m メッシュ結果を図 3-11 から図 3-20 に示す。
　2.1 の年齢 3 区分データと同様、500m メッシュ集計データから、250m メッ
シュ集計データを作成した。
第三章　メッシュに着目した国勢調査における属性別人口詳細化
41
第三章　メッシュに着目した国勢調査における属性別人口詳細化
42
図 3-1　500m メッシュ 15 歳未満人口分布
  
人口年齢15歳未満_500（人）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 500.000000
500.000001 - 1794.000000
拡大範囲
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図 3-2　250m メッシュ 15 歳未満人口分布
  
人口年齢15歳未満_250（人）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 125.000000
125.000001 - 720.728127
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図 3-3　500m メッシュ 15 歳から 64 歳人口分布
  
人口年齢15から64歳_500（人）
0.000000
0.000001 - 500.000000
500.000001 - 1000.000000
1000.000001 - 3000.000000
3000.000001 - 7902.000000
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図 3-4　250m メッシュ 15 歳から 64 歳人口分布
  
人口年齢15から64歳_250（人）
0.000000
0.000001 - 125.000000
125.000001 - 250.000000
250.000001 - 750.000000
750.000001 - 2936.365994
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図 3-5　500m メッシュ 65 歳以上人口分布
  
人口年齢65歳以上_500（人）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 500.000000
500.000001 - 3197.000000
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図 3-6　250m メッシュ 65 歳以上人口分布
  
人口年齢65歳以上_250（人）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 125.000000
125.000001 - 1140.613450
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図 3-7　500m メッシュ 75 歳以上人口分布
  
人口年齢75歳以上_500（人） 
0.000000
0.000001 - 60.000000
60.000001 - 120.000000
120.000001 - 240.000000
240.000001 - 480.000000
480.000001 - 1412.000000
第三章　メッシュに着目した国勢調査における属性別人口詳細化
49
図 3-8　250m メッシュ 75 歳以上人口分布
  
人口年齢75歳以上_250（人） 
0.000000
0.000001 - 15.000000
15.000001 - 30.000000
30.000001 - 60.000000
60.000001 - 120.000000
120.000001 - 380.454545
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図 3-9　500m メッシュ 85 歳以上人口分布
  
人口年齢85歳以上_500（人） 
0.000000
0.000001 - 20.000000
20.000001 - 60.000000
60.000001 - 120.000000
120.000001 - 240.000000
240.000001 - 714.000000
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図 3-10　250m メッシュ 85 歳以上人口分布
  
人口年齢85歳以上_250（人） 
0.000000
0.000001 - 5.000000
5.000001 - 15.000000
15.000001 - 30.000000
30.000001 - 60.000000
60.000001 - 184.009259
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図 3-11　500m メッシュ世帯人員一人世帯分布
  
世帯人員1_500推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 500.000000
500.000001 - 3798.000000
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図 3-12　250m メッシュ世帯人員一人世帯分布
  
世帯人員1_250推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 125.000000
125.000001 - 1250.978299
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図 3-13　500m メッシュ世帯人員二人世帯分布
  
世帯人員2_500推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 300.000000
300.000001 - 1660.000000
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図 3-14　250m メッシュ世帯人員二人世帯分布
  
世帯人員2_250推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 75.000000
75.000001 - 613.388567
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図 3-15　500m メッシュ世帯人員三人世帯分布
  
世帯人員3_500推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 300.000000
300.000001 - 1015.000000
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図 3-16　250m メッシュ世帯人員三人世帯分布
  
世帯人員3_250推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 75.000000
75.000001 - 351.082090
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図 3-17　500m メッシュ世帯人員四人世帯分布
  
世帯人員4_500推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 300.000000
300.000001 - 724.000000
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図 3-18　250m メッシュ世帯人員四人世帯分布
  
世帯人員4_250推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 75.000000
75.000001 - 284.447013
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図 3-19　500m メッシュ世帯人員五人以上世帯分布
  
世帯人員5人以上_500推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 50.000000
50.000001 - 100.000000
100.000001 - 200.000000
200.000001 - 241.000000
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図 3-20　250m メッシュ世帯人員五人以上世帯分布
  
世帯人員5人以上_250推計（世帯）
0.000000
0.000001 - 12.500000
12.500001 - 25.000000
25.000001 - 50.000000
50.000001 - 104.000000
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3　本章のまとめ
3.1　メッシュコードと隣接メッシュ
　以上より、通常得られない、または手に入りにくい集計データを推計し、
作成することが出来ることが確認された。第二章にまとめたモデルでは、隣
接するメッシュコードをデータベース化することで、あらゆるメッシュ集計
データにモデルを適用することが可能である。
　メッシュコードとは、それぞれのメッシュに割り当てられる識別番号で
あり、約 80km メッシュとなる第 1 次メッシュコードは 4 桁からなり、約
20km メッシュとなる第 2 次メッシュコードおよび、約 1km メッシュとな
る第 3 次メッシュ（基準地域メッシュ）コードは 2 桁、500m メッシュ、
250m メッシュである二分の一地域メッシュコード、四分の一地域メッシュ
コードはそれぞれ 1 桁となり、それぞれのコードをつなげることで、メッシュ
の識別コードとなっている（図 3-17）。
　また、500m メッシュ（二分の一地域メッシュ）及び、250m メッシュ（四
分の一地域メッシュ）では、メッシュコードが図 3-18 の様になっており、
ノイマン近傍メッシュは比較的簡単に割り出すことが出来る。
3.2　今後の展望
　3.1 にまとめた通り、隣接メッシュをデータベース化することにより、実
用的にあらゆる集計データへの汎用性を高めることが出来る。
　今後の課題としては、隣接メッシュを探索する技術的な開発である。現段
階では、メッシュの中心の緯度経度を計測した後、その大小関係を調べるこ
とで隣接メッシュを探索している。しかし、メッシュコードを使って緯度経
度を計算することで GIS への取り込みを省略することが出来る。これにより、
集計データから簡便に推計データを作成することが出来る。
　以上の推計ツール開発を今後の課題とする。
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図 3-21　メッシュコードの読み方
図 3-22　二分の一、四分の一メッシュコードの仕組み
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ
　本章では、人口減少下における人口属性別分布を概観した後、近年問題と
されるフードデザート問題に鑑みて、食事施設について人口属性分布と鉄道
駅、施設配置の関連性を理論的に明らかにする。また、第五章に続くモデル
編と位置付けられる。
1.2　背景
　戦後から現在まで、核家族化、小規模化、多様化といった言葉で語られる
ように日本の家族構成は変化してきた。高度経済成長期には「夫婦と子」の
世帯形態が一般的とされていたが、近年は単身世帯の増加が著しい。2010
年国勢調査によるとその割合は 30％を超え最も割合が大きい世帯形態になっ
た。さらに厚生労働白書によれば 2030 年には 37.4％になると予測されて
いる。その背景には未婚率の上昇や合計特殊出生率の低下、高齢化等があ
り、これらの現象は家族のあり方が変わっていることを示唆する。このこと
は、他国の都市（例えば 2011 年のドイツの 40.4%、2009 年のフランスの
34.4%、アメリカ合衆国の 32.9%、イギリスの 28.9%、台湾の 28.8%、カ
ナダの 27.6% と大韓民国の 23.9%）の単身世帯割合と比較しても同様の傾
向が読み取れ、未婚者率、総出産率の減少と人口の加齢の増加によるもので
あると考えられる。さらに、このような属性別分布には偏りがあり、Kim 他 
(2014) は、東京中心部で中年の家庭の比率が増加する傾向があると指摘して
いる。
　これらの現象は、家族の環境が劇的に変わってきたことを示唆している。
この家族環境の変化の過程で、人々の生活行動も変容を遂げた。例えば、食
事に関することを言えば、かつては食卓を囲んでの家族との食事が主流だっ
たが、近年は外食産業の進展もあり食事形態は、ファミリーレストラン（以
下ファミレス）、ファストフード店での食事や、コンビニエンスストア（以
下コンビニ）、テイクアウトの弁当屋での惣菜、弁当の購入など多種多様で
ある。Ham 他 (2004) は、韓国の単身者が既婚者に比べ、外食の頻度が高い
ことを示した。Yen 他 (2013)、アメリカの単身者は、労働時間が長い人ほ
ど朝食を外食で済ませる確率が高くなることを示した。これらの食事環境の
変化、つまり食の外部化については、日本でも示唆されている（茂野 2004，
時子山 1999）
　実際に、全国の食料・飲料支出額に対する料理品小売業を含む外食産業市
場規模の割合で定義される「食の外部化率」は現在に至るまで徐々に増加し
ており、食事行為の外部への依存がより大きくなっている。多くの賃貸物件
紹介ウェブサイトで、コンビニなどの施設へのアクセス情報が掲載されてい
ることも、生活行動の多様化の中、従来は住宅の機能であったこのような行
為を外に求める消費者の存在と、それに応える施設の存在を示唆している。
そして、その両者の分布は互いに密接した関係にあると推測される。さらに、
世帯の縮小が起きている日本を含む諸外国での住宅地域の計画には、食事施
設へのアクセスのしやすさが重要であると考えられる。
注・参考
フードデザート問題とは、生鮮食料
品店の撤退や、交通手段の欠如によ
り、食品の購入に関する生活の維持
に問題が生じる地域の発生や拡大を
指す。
総務省統計局 (2010)：平成 22 年度
国勢調査
厚生労働省 (2011)：厚生労働白書
Kim, B., Kikuchi, Y. and Ishizaka, 
K. (2014) Regional peculiarities 
and the  chang ing t rends  o f 
population dynamics in the Tokyo 
metropolitan area, Journal of 
Asian Architecture and Building 
Engineering, Vol.13, pp.579-584
Ham, S., Hwang, J. H. and Kim, 
W. G. (2004) Household profiles 
affecting food-away-from-home 
expenditures: a comparison of 
Korean and US households , 
Hospitality Management Vol.23, 
pp. 363–379
茂野隆一 (2004)：食料消費におけ
る家事の外部化―需要体系による接
近―，生活経済学研究，第 19 巻，
pp.147-158
時子山ひろみ (1999)：フードシステ
ムの経済分析，日本評論社，
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1.3　研究の位置づけ
　本研究に関連する既往研究としては、家事の外部化を時代背景や社会情勢
との関連から考究する研究や、生活利便性の観点から施設までのアクセシビ
リティと人口分布の関係性を分析する研究が挙げられる。
　本研究で着目する「住宅の食事機能の外部化」については、経済学、社会
学、家政学の分野で幾多の蓄積がある。たとえば茂野 (2004) は、高度成長
期以降に進んできた家事の外部化の要因を所得水準、女性の労働機会の向上、
調理関連器具の技術革新と普及であるとし、それらの仮説を検証した。また、
時子山 (1999) は、家族の変化と食生活の外部化について言及しており、特
に一世帯当たりの世帯員数の減少と世帯員の高齢化により、食料消費の外部
化を促進する可能性について考察している。梶原 (2006) は、アンケート調
査を基に、若者の生活スタイルと食意識から食の外部化を類型化し、分析し
た。
　一方、地理学、都市計画学の分野では、生活利便性の観点から施設までの
アクセシビリティと人口分布の関係性を分析する研究が蓄積されている（荒
井他 1996）。　一方、地理学、都市計画学の分野では、生活利便性の観点か
ら施設までのアクセシビリティと人口分布の関係性を分析する研究が蓄積さ
れている。その中で、人口分布を決定する居住地選択の要素として、通勤の
利便性が挙げられるが、その他に日常生活を便利かつ快適に行えること、つ
まり生活利便性も重要な要素の一つとして考えられており、このことを踏ま
えた生活利便性と人口分布の関係性についての研究が多数ある。例えば、貞
広 (1992) はアクセシビリティの観点からコンビニエンスストアやスーパー、
デパートなど、様々な施設の立地と人口密度分布との関係性について分析し
た。内原・吉川 (2009) は浜松市と金沢市の、人口社会増減と生活利便性と
の関係に着目し、コンパクトシティを謳う都市の実態を検証した。彼らは、
食料品店や服飾店、飲食店、公共施設、医療施設、娯楽施設等の地域施設の
分布を踏まえた分析を行っている。また、Hong 他 (2012) は、韓国のニュー
タウンで生活利便施設の分析を行った。
　一方、施設分布について利用時のアクセスのし易さを基に行った研究も多
くの蓄積がある。例えば、時間地理学に基づいて、田原・大佛 (2008) は、住宅・
幼稚園・就業地間の空間的な位置関係に焦点を当て、東京で分析を行った。
さらに、Tanaka K(2011) は、帰路の道中に需要が発生するというモデルを
基に、利用者を最大にする施設配置を提案している。
　このように、食の外部化や、人口分布と施設配置によるアクセスしやすさ
の分析は多数の蓄積がある。しかし、この両者を結びつけた研究、つまり食
事ひいては「住宅の機能の代替」( 東 1998) についてアクセシビリティの観
点から都市を分析した研究は少ない。その中で、鈴木他（2011a、2011b、
2012、2013a）は、アクセスしやすさの視点から食の外部化を引き起こす施
設と住宅の分析行った。しかし、これらの研究は実都市における分析にとど
まり、理論的なモデルの開発には至っていない。
　従って本章では、様々な食事施設への利便性を評価するため、このような
施設群に対して、鈴木他（2013b）による予備的研究に基づき、利用形態を
含めた施設の特徴をモデル化することが本研究の特徴である。
食の安全・安心財団，http://anan-
zaidan.or.jp/data/index.html
下記の賃貸情報サイトの該当項目に
スーパー、コンビニまでの距離が記
載 さ れ て い る。「SUUMO」 周 辺 情
報 http://suumo.jp/chintai/kanto/。
「アパマンショップ」その他の情
報 http://www.apamanshop.com/。
「賃貸 HOME’S」備考 http://chintai.
homes.co.jp/。「minimini.jp」 環 境
http://minimini.jp/。
梶原公子 (2006)：食の外部化にお
ける若者の生活スタイルと食意識
に関する研究，日本食生活学会誌，
Vol.17，No.1，pp.59-67
荒井良雄・岡本耕平・神谷浩夫・川
口太郎 (1996)：都市の空間と時間 -
生活活動の時間地理学 -，古今書院，
貞広幸雄 (1992)：都市人口分布と
店舗分布の比例関係についての考
察，日本建築学会計画系論文報告集，
No.432，pp. 99-104
内原英貴・吉川徹 (2009)：コンパク
トシティからみた地方都市の人口社
会増減の分布と生活利便性の関連分
析 -- 浜松市と金沢市を例として，日
本建築学会計画系論文集，Vol.74，
No.642，pp. 1805-1811
Hong, S., Lee, J. and Kim, B. H. 
S .  (2012)  An  ana lys i s  o f  the 
components and measurement of 
brand equity in residential areas: A 
case study of Bundang and Ilsan in 
Korea, Journal of Asian Architecture 
and Building Engineering, Vol.11, 
pp.47-54
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2　研究方法
2.1　研究概要
　本章では 1.2 で例示した食に関する施設群を、施設利用形態によって、ファ
ミレスのような調理と食事の両方を代替する施設類型 I と、テイクアウトの
ように調理行為だけを代替する施設類型 II の二つに分けた。本研究では、こ
れらの行動に掛かる手間と費用を、以下では負荷と呼んで、時間に比例する
ものとして、定式化する。これに関して、鈴木他（2011a、2011b、2012、
2013a）を基に、負荷をエネルギーとコストの 2 通りの評価を行うこととした。
2.2　施設利用行動モデル
2.2.1　基本的モデル
　まず、本研究での個人の施設選択における行動を数理的なモデルで表す。
原点に施設群がある時、原点以外の住居に住んでいる住民はサービスを受け
るための移動によって負荷がかかる。その負荷は距離に比例し、単位距離当
たりの負荷の大きさと距離を掛け合わせて算出できる。また、サービスを施
設内で享受する施設類型 I と、サービスを持ち帰る施設類型 II では移動と輸
送の違いから負荷に差が生まれる。このため、住居と原点の間の距離を s、
施設類型 I すなわち商品などのサービスを持ち歩かない場合の単位距離の負
荷を t1、施設類型 II すなわちサービスを持ち歩く場合の単位距離の負荷を
t2、施設類型 I および II の負荷を T1 および T2 とする。すると、図 4-1 のよ
うに 2 つの異なった傾きを持った交通費曲線が描かれる。
　一方で、施設を利用する際には対価を支払うことが必要であり、それはサー
ビスの内容により施設毎に異なる。このことは、移動とは無関係に施設を利
用する際の一律の負荷であることから初期負荷と呼ぶ。施設類型 I および II
の初期負荷を c1 および c2 とすれば、初期負荷を加味した負荷曲線を描くと、
交通費の傾きとサービスへの対価の違いから図 4-2 が得られる。曲線の交点
s* の位置は、サービスへの対価すなわち初期負荷の大小関係により定まる。
この時、原点から距離 s の位置に住む住民が、それぞれ負荷が最小となる行
動を選んで行うと仮定すれば、図 4-3 のように境界値 s* を境に利用する施設
類型が変化する。
　これらを 2 次元で考えると、施設ごとの圏域がドーナツ状に形成される。
これは、アロンゾによる都市土地利用モデル (William Alonso 1964)、ひい
田原荘平・大佛俊泰 (2008)：就業
地までの距離と方向が保育園・幼稚
園への送迎圏域に及ぼす影響，日本
建築学会大会学術講演梗概集，F-1，
pp.425-426
Tanaka K. (2012) Maximum flow-
covering location and service start 
time problem and its application 
to Tokyo metropolitan railway 
network, Journal of the Operations 
Research Society of Japan, Vol.54, 
No.4, pp.237-258, 2011
東孝光 (1998)：都市・住宅論，鹿島
出版会
鈴木達也・讃岐亮・吉川徹 (2011)：
住宅の機能を代替する施設の立地と
住宅分布の時空間構造分析，日本都
市計画学会都市計画報告集，No.10-
2, pp.103-108
鈴木達也・吉川徹・讃岐亮 (2011)：
住宅の機能を代替する施設に着目し
た都市の時空間構造の分析，日本建
築学会学術講演梗概集，F-1, pp.601-
602
鈴木達也・讃岐亮・吉川徹 (2012)：
住宅の機能を代替する施設の立地と
単身者の生活行動の関連の分析，日
本建築学会計画系論文集，第 77 巻，
第 675 号 , pp.1131-1137
図 4-1　交通費曲線 図 4-2　施設利用費曲線 図 4-3　最小施設利用費
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てはチューネンの孤立国の農業立地論におけるチューネンリング形成過程と
同等である (Von Thünen, J. H. 1826)。これより本研究のモデルでは同心円
圏域が形成されることがわかる ( 図 4-4)。
このモデルとチューネン・アロンゾモデルの違いは利用形態により初期負荷
が異なること、施設への往路と復路で移動負荷に差があることを評価してい
る点である。従って、鈴木他（2011a、2011b、2012、2013a）で示された
同心円の領域は、本モデルで説明される。
　ここで、複数の施設が異なる場所にある、ボロノイ図は施設の商圏を記述
するために頻繁に用いられる（Okabe 他 2000）。この時、それぞれの施設
は同等に扱われ、施設の商圏は施設までの距離だけで評価されることになる。
つまり、商圏の境界線は、2 施設を結ぶ線の垂直二等分線となり、最近隣施
設圏域である（図 4-5）。
　一方、本モデルでは、移動による負荷には、移動と輸送の 2 通りの傾きが
あり、さらに施設それぞれ固有の初期負荷がある。このため、図 4-6 上部の
ような負荷分布を示す。この時の施設間の境界線は、両施設の等負荷線の交
点を結んだ領域となる（図 4-6 下部）。これは、平面で考えると、（a1，b1）
及び、（a2，b2）に、施設類型Ⅰ、Ⅱがある時、3 次元で、高さ方向にコス
トをとると、（a1，b1，c1）、（a2，b2，b2）を頂点に、傾き（1，0，t1）、（1，0，
t2）の負荷直線が描かれる。この直線を垂直軸のまわりで回転させると円錐
体が得られ、施設類型Ⅰ、Ⅱの二つの円錐が重なり合う。これらの 2 つの円
錐体の交線の平面への投影形が図 4-6 下部に実線で示される施設利用圏域の
鈴木達也・吉川徹・讃岐亮 (2013)：
移動と施設利用の負荷に着目した住
宅の機能を代替する施設と住宅の立
地分析，日本建築学会学術講演梗概
集（選抜梗概），pp.285-288
鈴木達也・讃岐亮・吉川徹 (2013)：
住宅の食事機能を代替する行動の
負荷による世帯規模別・年齢別人
口分布の分析 : 道路距離を用いて，
日本都市計画学会都市計画論文集，
No.48-3, pp.927-932
図 4-4　同心円利用領域
図 4-6　2 施設の施設利用領域
図 4-5　ボロノイ領域の例
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境界である。
　この時、境界線は以下の式によって表わされる。
William Alonso (1964) Location and 
Land Use, Harvard University Press, 
Cambridge, Mass.
Von Thünen,  J .  H.  (1826) Der 
I s o l i e r t e  S t a a t  i n  B e z i e h u n g 
a u f  L a n d w i r t s h a f t  u n d 
N a t i o n a l ö k o n o m i e ,  P e r t h e s , 
Hamburg.
Okabe, A., Boots, B., Sugihara, K. 
and Sung, N. C. (2000) Spatial 
Te s s e l l a t i o n s :  C o n c e p t s  a n d 
Applications of Voronoi Diagrams, 
Second Edition, John Wiley & Sons, 
Chichester
鈴木勉 (2002)：フロー需要に基づ
く施設配置モデルと需要構成が施設
配置に与える影響，日本都市計画学
会都市計画論文集，No.37，pp.115-
120
栗田治・本間裕大 (2005)：立ち寄り
を伴うトリップのための空間的相互
作用モデル - ウィルソンのエントロ
ピー最大化法の一般化とその応用 -，
日本都市計画学会都市計画論文集，
No.40，pp.109-114
2.2.2　施設利用行動モデル
　ここでは、これまで述べた基本モデルを基に、施設利用時の行動形態を考
慮したモデルに拡張する。一般的に施設利用時の行動としては、施設まで往
復するものと、施設に立ち寄るものの 2 通りが考えられる。往復による利用
は 2.2.1 の基本モデルでの解釈が可能である。立ち寄りによる利用について
は、鈴木 (2002) や、栗田ら (2005) などにより行動のモデル化がなされ、こ
れらを基に、磯野ら (2011) は、施設の圏域が卵形の圏域について考察して
いる。しかし、本モデルにおいては、移動コストが食物の購入後に輸送コス
トとして増加するので、等負荷線の形がこれらの研究と異なる。
　以上を踏まえ、本研究では、住宅から最寄駅までの道程での立ち寄りによ
る利用を考え、2.2.1 と同様にモデル化を行う。立寄り利用においては起点、
経由点、終点があるので、住宅を終点とする場合（帰り）と、住宅を起点と
する場合（行き）の 2 通りの経由の方法が考えられる。そこでこの両者をそ
れぞれモデル化する。この時の施設利用負荷として、起点から終点まで立ち
寄りせずに移動する場合に比べて、立ち寄り利用によって増加する負荷を算
出する。これは、往復行動の場合には、施設利用だけを目的にわざわざ行動
を起こすのに対して、立ち寄り行動の場合には、行動そのものは別の理由か
ら行う必要があるものである、という違いを反映したものである。モデル化
の理解を容易にするために、一次元都市における負荷をグラフに表す。
　まず、住宅を終点（帰り）として、施設類型 II の F2 を利用する場合を考
える。この場合には、図 4-7 に示すように、起点（駅）と経由点（施設）に
より、領域が A,B,C の 3 つに分割される。この図では、O が駅を示し、F2
が施設を示す。領域 A,C に住宅がある場合では、単純移動負荷 t1 から輸送
負荷 t2 へ負荷が増加することから、傾き t2-t1 が増加する負荷となる。負荷
が最も小さいのは、住宅が F2 と同じ場所にある時で、その時の負荷は初期
負荷 c2 となる。一方で、領域 B に住宅がある場合は、住宅を通り過ぎて経
由地 F2 に行ってから、住宅に戻る。O から施設 F2 までを d2 として、O か
図 4-8　施設類型Ⅰ及びⅡ
( 住宅を終点とする場合＝帰り )
図 4-7　施設類型Ⅱ 
( 住宅を終点とする場合＝帰り )
t
2
-t
1
t
1
+t
2t2-t1
F
2
T’
c
2
O
A B C
施設Ⅱ
t
1
+t
2
2t
1
F
2
F
1
t
2
-t
1
t
2
-t
1
T’
c
1c
2
O
A B C施設Ⅰ
施設Ⅱ
第四章　年齢別、世帯形態別分布と施設配置の分布特性のモデル化
71
ら住宅までを x とすると、領域 B の負荷は (d2-x)(t1+t2)+c2 と表される。以
上より、増加する負荷は図 4-7 のようになる。一方で類型 I は、サービスを
持ち帰ることによる移動負荷の増加がなく、移動負荷は常に t1 であるから、
図 4-7 の t2 に t1 を代入すれば傾きが得られる。ここで、F2 より駅から遠い
ところに類型 I の施設 F1 が立地すると想定してグラフを描くと、図 4-8 が
得られる。
　次に、住宅を起点とした場合（行き）、領域 A,C では傾きは常にゼロとなる。
このとき、輸送費が加わる施設 F2 を利用する場合を検討する。この時には、
初期負荷 c2 に加え d2(t2-t1) の負荷が掛かる。領域 B では、帰りの場合に倣
うと、d2(t1+t2)-2xt1+c2 となる（図 4-9）。これにより、施設 F2 を利用する
際には住宅を起点とする場合と、終点とする場合とで負荷の傾きと最小の負
荷が、ともに異なる。これに対して、施設 F1 を利用する際にはグラフには
変化が無い（図 4-10）。
3　モデルの使用
3.1　分析概要
　ここでは、2 で述べたモデルを仮想の施設分布に当てはめる。まず、徒歩
移動の限界を考慮して、中心を駅として、そこから直線距離で 1200m 以内
にある住宅を対象にして行う。
3.2　駅周辺の施設分布
　分析対象施設は、表 4-1 に示す 6 施設であり、それぞれの初期負荷、移動
負荷も示した。単純化のため、施設のエネルギー負荷だけに着目する。距離
は直線距離とする。以下では、住宅は駅から直線距離で 1200m 以内の領域
全体に分布し、そこに住む個人は最もエネルギー負荷の小さい施設を利用す
ると仮定する。
　まず図 4-11 に、駅と施設の分布状況を示す。それぞれの施設種別を 1 つ
ずつ配置してある。
　図 4-12 に領域内の住宅からの往復行動時のエネルギー負荷分布を示す。
磯野雄人・岸本達也 (2011)：立ち
寄り利用を考慮した公共図書館の利
用モデルと最適配置の特性，日本都
市計画学会都市計画論文集，No.46，
pp.415-420
図 4-10　施設類型Ⅰ及びⅡ
( 住宅を始点とする場合＝行き )
図 4-9　施設類型Ⅱ 
( 住宅を始点とする場合＝行き )
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図 4-11　モデル都市の施設分布と移動の例
表 4-1　施設利用負荷の算出
エネルギー負荷 輸送負荷b) (j/min) 初期負荷c)d)e) (j)
持ち帰り弁当f) 0.2009 138.2286
カフェf) 0.1884 224.4743
コンビニf)g) 0.2009 138.2286
ファストフードf) 0.1884 177.7836
ファミレスf) 0.1884 360.5402
スーパーa) 0.2009 225.7160
reference : a) 矢田勝俊：スーパーマーケットにおける顧客動線分析と文字
列解析統計数理（2008），第 56巻， 第 2号，199-213，2008 b) 厚生労働省： 
エクササイズガイド 2006 c) 総務省統計局：消費実態調査 (2012) d) 総務
省統計局：住宅・土地統計調査 (2008) e) NHK：NHK 国民生活時間調査
(2005) f) http://trendy.nikkeibp.co.jp/ g) http://www.nikkeibp.co.jp/associe/ 
住宅 住宅
往復
立寄り(行き)
立寄り(帰り)
住宅
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図 4-12　エネルギー負荷分布 ( 往復行動 ) 図 4-13　施設利用領域 ( 往復行動 )
図 4-14　エネルギー負荷分布 ( 住宅を起点 ) 図 4-15　施設利用領域 ( 住宅を起点 )
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図 4-16　エネルギー負荷分布 ( 住宅を終点 ) 図 4-17　施設利用領域 ( 住宅を終点 )
図 4-18　最小エネルギー負荷分布 ( 全行動） 図 4-19　施設利用領域 ( 全行動 )
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施設を中心に同心円状に等負荷線が形成される。しかし、ファミリーレスト
ランは、近隣の施設の方が効用が高いため、同心円状の等負荷線が形成され
ていない。
　図 4-13 には、施設ごとに、その施設の利用が他の施設より有利になる住
宅の立地する領域、すなわち利用圏域を示した。先述したようにファミリー
レストランは、近隣施設へのアクセスが良いために、利用圏域が形成されず、
さらに、スーパーやカフェも近隣にコンビニやファストフードなどの施設が
あることで利用圏域がわずかに狭くなっている。
　図 4-14 には、住宅を起点とする立ち寄り行動時の負荷分布を示した。駅
から放射状に等負荷線が形成されることがわかる。さらに、駅から近いとこ
ろに初期負荷が小さい施設があることで、負荷が小さくなることがわかる。
　図 4-15 には、施設ごとの利用圏域を示した。駅から比較的近いカフェ、スー
パーの圏域が膨らんだ境界を持つことがわかる。住宅を起点とした場合のみ
を考えると、駅付近に立地することが利用領域を広げる第一条件になること
が推測される。
　図 4-16 には、住宅を終点とする立ち寄り行動時の負荷分布を示した。駅
と施設を結ぶ軸上に卵形に等負荷線が形成されることがわかる。住宅を起点
とする立ち寄り行動時に比べ、駅からある程度離れた施設の効用も高くなっ
ていることがわかる。
　図 4-17 には、施設ごとの圏域を示した。弁当やコンビニの圏域が多く形
成されていることがわかる。住宅を起点とした立ち寄り行動時に比べると、
持ち帰り弁当の利用領域が広がり、ファストフードの利用領域が狭まること
から駅から近距離へ立地することよりも、初期負荷の低さが圏域形成に影響
があることが推測される。
　図 4-18 には、往復行動、立ち寄り行動 2 通りの計 3 通りの行動を含めた
最も小さい負荷の分布状況を示した。往復行動は往復移動すべての負荷が計
上されるのに対して、立ち寄り行動は、立ち寄り行動を行わない時に行われ
る移動と重複する移動負荷は計上しないため、立ち寄り行動時の 2 つの負荷
分布を合わせた等負荷線となっている。このことから、図 4-18 は図 4-14 お
よび図 4-16 の組合せと類似していて、図 4-12 からほとんど影響を受けない
ことがわかる。
　図 4-19 には、施設ごとの圏域を示した。初期負荷の小さいコンビニ、弁
当あるいはファストフード店が大きな利用領域を持つことがわかった。
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4　おわりに
4.1　本章の結論
　本章は定量的な手法で食事施設にアクセスしやすさを移動負荷と施設利用
負荷により評価するため分析を行った。以下に得られた知見をまとめる。
　まず輸送負荷と施設利用負荷により施設の分布を比較することによって、
施設分布とその商圏をモデル化することが出来た。需要者の行動形態、つま
り施設へ往復移動をするケースと施設に立ち寄るケースを比較することによ
り両者の負荷の差異を明らかにすることが出来た。後者の場合、等負荷線の
形状は、本研究で新たに明らかとなった。
　また、移動と施設利用の際の負荷という指標に着目し、モデル化を行った
ことで、個人の行動は負荷最小化を基に決定されるものと仮定している。現
実的な施設の選択過程と異なる部分はあるが、施設の最適配置を考える際に
は、大きな要因の一つと考えられ、立寄り利用を考えると鉄道駅など移動が
集中する施設との関係が深いことが数値的に明らかとなった。
4.2　今後の課題
　本研究における今後の課題を以下に示す。
　分析において移動負荷を徒歩の輸送負荷としている。しかし、交通手段の
多様性により輸送負荷へ大きな影響があると考えられる。例えば施設から遠
い需要者は、自転車または車を利用する可能性があり、徒歩に比べ輸送にか
かる負担が軽減されることが考えられる。
　今後、本研究によるモデルで施設を評価するために、輸送負荷は、様々な
交通手段を考慮してモデル化する必要がある。
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ 
　本章では、前章でのモデルについて、八王子市を中心とした調査地域にお
いて実分析を行う。
　また本章では、鈴木ら (2012) が模索した、食事に関する時空間的行動に
立脚した人口分布と施設立地との関係の分析を、より精緻に行うことを企図
する。
1.2　本章の目的
　前章での駅周辺の施設分布分析を実都市で行うことを目的とする。この際、
道路距離を採用することで、地理的特徴や実際のネットワークに即した分析
が可能となる。
2　研究の方法
　本章では前章を踏まえ、施設利用のタイプを調理と食事の両方を代替する
もの、調理行為のみ代替するものの 2 つに分け、さらに、これらを住宅内で
行う場合として調理の補助というタイプを導入し、都合 3 つのタイプに分類
する ( 表 5-1)。これらの行動に関して手間と費用を時間に比例するもの（以
下負荷と呼ぶ）として、それぞれ定量化することにより比較分析を行う。住
民は、最も負荷の小さい行動をとるものと仮定し、施設と人口分布との関係
を分析する。
2.1　徒歩圏の設定
　施設を利用するには、移動の負荷（移動負荷と呼ぶ）が掛かる。本研究で
は徒歩での移動に限って分析を行うため、日常生活においてはある程度以上
の距離を徒歩で移動することはまれであることを反映させるために所謂「徒
注・参考
鈴木達也・讃岐亮・吉川徹 (2012)：
住宅の機能を代替する施設の立地と
単身者の生活行動の関連の分析，日
本建築学会計画系論文集，第 77 巻，
第 675 号 , pp.1131-1137
横浜市道路局ホームページ：「最寄駅
まで 15 分の交通体系整備」http://
www.city.yokohama.lg.jp/doro/
plan/bus/15fun.html
図 5-1　調査範囲
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歩圏」を設定する必要がある。本論文では、横浜市道路局の「最寄駅まで
15 分の交通体系整備」を参考として、徒歩圏を 15 分圏とした。この数値
を、不動産の表示に関する公正競争規約（表示規約）に基づき、徒歩の分速
を 80m として換算し、1200m 圏を徒歩圏とした。本論文では、道路距離を
用いることから、鈴木ら (2012) の結果に比べて徒歩圏は、直線距離にして
概ね 10/13 程度に縮小する ( 腰塚ら 1983)。また川など徒歩移動を妨げる地
物が反映される。
2.2　施設への移動 
　調査範囲は、図 5-1 に示す八王子、日野、多摩の 3 市とする。駅や施設に
ついては、町田市の境界付近までを分析対象に含めた。これは、北部、東部、
西部は山や川などの地形的な移動障壁があるのに対し、南部は境界を越えた
移動が容易であることを考慮したためである。この調査範囲は鈴木ら (2012)
のものと同様であり、結果の比較が可能である。
　施設への移動は、大きく 2 通り考えられる（図 5-2）。住宅から直接、施設
に向かい再び住宅に帰る往復利用と、ある目的地に向かうまでの道程で、施
腰塚武志・小林純一 (1983)：道路
距離と直線距離，日本都市計画学
会学術研究発表会論文集，No.18，
pp.43-48
図 5-4　ネットワーク解析の概要
図 5-3　利用施設決定方法
図 5-2　移動負荷の算出方法
家
施設
駅
a
b
c
立寄利用移動距離：( b + c ) - a
往復利用移動距離：2b
徒歩圏設定より
( b + c ) - a, 2b ≦ 1200
家 施設 A
施設負荷 x
駅
a
b
c
b’
c’施設 B
施設負荷 y
施設 A: 立寄り ( b + c ) - a + x
　　      往復 2b + x
施設 B: 立寄り ( b’ + c’ ) - a + y
　　      往復 2b’ + y
　　　各負荷の中で最も小さいものを
　　　住宅点の利用施設、利用方法とする。
}
道路ネットワーク
始点及び終点
道路距離
ネットワーク解析は、Arc GIS の Network Analysis ツールを
用いる。Network Analysis では、始点終点から最も近いネッ
トワーク間で最短の距離を道路距離としている。
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設を経由して利用する立寄り利用である。本研究では、徒歩での利用を前提
にしている。都心から電車で 40 分程度の調査地区では、多くの住民が鉄道
を利用すると考えられるため、立寄り利用について最寄駅を目的地と設定し
ている。また、立寄り行動についても最寄駅まで徒歩で移動することを前提
にするため、2.1 節で述べたとおり、主たる移動手段が徒歩である可能性が
高いと思われる、最寄駅から 1200m 圏内の住民を対象とし、かつ立寄り行
動を行う際の総移動距離が 1200m を超えないものとする。
2.3　負荷の計算方法 
　各住宅から道路距離 1200m 以下のすべての施設、駅までの道路距離を計
測する（図 5-3）。また、施設の利用について上記のように新たにタイプを３
通りに分類した。本研究で比較する負荷を算出する行動を、調理を含む食事
の準備から食事を済ませるまでの間としている。この中で、準備から食事ま
ですべてを施設に依存するものを代替 A タイプ、準備のみ施設に依存するも
のを代替 B タイプ、調理から食事まで住宅内で行う補助 C タイプとした。な
お補助 C タイプは、住宅機能を代替するものではない行為（非代替行為と呼
ぶ）であることに留意されたい。
　分析対象施設と施設固有の利用に掛かる負荷（施設負荷と呼ぶ）を表 5-1
に示す。施設負荷は持ち帰り弁当が最も低く、コンビニ、ファストフード店
などが続き、スーパーやファミレスなどが最も大きい。ここでは、日常的に
食事行為を満足させ、施設負荷に差がある施設を選択した。また、スーパー
は他の施設と比べて、調理を必要とする生鮮食品を多く扱っており、より非
代替行為を中心とする施設と考えられる。なお、スーパーは惣菜の持ち帰り
による代替 B の側面を持つが、他施設と異なり生鮮食品を多く取り扱ってい
ることが特徴であるため、他施設と区別することが結果の解釈を容易にする
と判断し、補助 C の機能のみに着目した。
　施設利用に対する負荷は、鈴木ら (2012) に倣い、各施設の利用料金など
を含めた固有の施設負荷とそれぞれの移動負荷を足し合わせることで、時間
に比例したエネルギーとコストの２通りの負荷で定量化する。これは、エネ
ルギーは時間から求める消費エネルギー、コストは時間に賃金率を掛け合わ
せた機会費用により換算できるが、エネルギーとコストをどちらか一方に換
表 5-1　施設分類と施設負荷の算出方法の例
施設種別 代替A代替B補助C 施設利用金額（円） 滞在時間A（分）
滞在時間
B及びC（分）
調理時間（分） 調理負荷（kj）
住宅空間
負荷時間（分）
平均秒給
金額（円/秒）
維持管理
エネルギー（kj）
維持管理
コスト（円）
コンビニ - 1 - 690.0 - 5.00 - - 25 0.278 0.0905625 0.879375
ファストフード店 1 1 - 537.0 38.61 5.00 - - 25 0.278 0.0905625 0.879375
カフェ 1 - - 425.6 48.75 - - - - 0.278 - -
ファミレス 1 - - 975.0 78.30 - - - - 0.278 - -
持ち帰り弁当 - 1 - 446.0 - 5.00 - - 25 0.278 0.0905625 0.879375
スーパー - - 1 305.0 - 24.00 12.2 150.624 25 0.278 0.0905625 0.879375
算出方法、
引用元など
・外食産業月次
　売上動向調査
・日経トレンディ
　ネット
・日経ビジネス
　Associe
・H21年全国消費
　実態調査
から引用
・ビストロメイト
  リサーチ
から引用
・スーパーマーケットに
　おける顧客動線分析
　と文字列解析
　統計数理（2008）
  第56巻第2号
　199-213第2号199-213
・ビストロメイトリサーチ
から引用
・東京電力
　調査
から算出
・消費カロリー
　計算機
　健康づくりの
　ための運動指針
　（エクササイズ
  ガイド2006）
から算出
・社会生活
　基本調査
から引用
・2009年厚生労働省
　賃金構造
  基本統計調査
から引用
・消費カロリー計算機
　健康づくりのための
　運動指針
　（エクササイズガイド
　2006）
・総務省統計局住宅・
　土地統計調査
・2005年NHK
　国民生活時間調査
　報告書
から算出
・総務省統計局住宅・
　土地統計調査
・2005年NHK国民生活
　時間調査報告書
・CHINTAI
・駅探
・2009年厚生労働省
　賃金構造
  基本統計調査
から算出
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算することは、一般的な尺度が無く難しいためである。さらに、立寄り利用
時は、立ち寄るために増加した分の移動距離のみを施設利用の移動負荷とし、
往復利用については、移動距離すべてを移動負荷として算出する。
　これらを踏まえ、各住宅からの行動は負荷が最小のもの（最小負荷行動と
呼ぶ）を選択するものとする。この分布を可視化することにより、施設の利
用の可否、負荷の多寡、最小負荷行動のタイプの分布から、代替の起こりや
すい領域の分布を読み取ることができる。
2.4　人口分布
　本研究での人口は、平成 17 年度国勢調査小地域集計を用いる。しかし、
小地域すなわち町丁目の代表点を単位とした人口分布は、1200m の徒歩圏
での分析には分解能が粗すぎる恐れがある。そこで、平成 13 年度東京都都
市計画基礎調査の建物ポリゴンデータから人口分布の精細化を狙った推計を
行った。具体的には、住宅面積を、建物用途が住居のものは建物面積に階数
を乗じたもの、商業、工業併用住居のものは建物面積に階数を乗じたものの
半分とし、その住宅面積に応じて国勢調査の世帯人員別一般世帯数、年齢 5
歳階級別人口の小地域集計データを按分して各住宅に割り付けた（住宅点と
呼ぶ）。
　以上より、各住宅点から徒歩で到達できるすべての施設までの道路距離を
計測し、各施設の施設負荷と移動負荷を足し合わせその中で最も負荷の小さ
い施設をその住宅点の選択施設とし、集計を行う（図 5-4）。これは、施設に
よる利用者分布の偏りを分析する際の計算と解釈を簡明にするためである。
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3　分析と考察
3.1　分布図
　施設分布を図 5-5 に示す。また、図 5-6 から図 5-15 に 2.4 節で記述した
各住宅点における算出した指標を 100m メッシュで集計して表示する。この
時、複数の住宅点を含む場合には、負荷は最も大きいものを、代替タイプと
行動タイプについては、最も多いものを表示する。
　図 5-6、図 5-9 は、往復行動のみを行ったとき、エネルギーとコストがど
れだけ掛かるかを見た図である。西側は山地のため、人口も少なく施設分布
もまばらなことから施設利用不可である領域が多くみられる。低負荷で利用
できる施設の分布は利用者の負荷分布に大きく影響しており、図 5-5 の持ち
帰り弁当の施設分布と併せて見ると低負荷である地域と一致が見られること
から、持ち帰り弁当の施設分布の影響が顕著に表れている。
　図 5-7、5-10 は、立寄り行動のみを行ったとき、エネルギーとコストがど
れだけ掛かるかを見た図である。立寄り行動では、駅との関係によって分布
が決まるので、駅周辺にのみ施設を利用できる領域が存在する。また、往復
利用に比べ移動負荷が小さく、総じて負荷が小さくなっていることが特徴で
ある。施設の位置が駅に近いほど、駅からほぼ同心円状に領域が広がる。た
だし、駅ごとに周辺の負荷分布の様態が異なる。これは、道路網の違いに加え、
駅から等距離で移動負荷に差が無い状況であっても、駅ごとに周辺の施設種
別に違いがあり、施設固有の滞在時間や利用料金の差があるためである。
　図 5-8、5-11 では、往復と立寄り利用を区別せず、各住民が最小負荷行動
をするとした時の、エネルギーとコストを等量分類で示した。負荷の最も小
さい分布は、駅付近に見られ、往復行動よりも立寄り行動のほうが、負荷を
小さくできることがわかる。しかし、前段と同様の理由により、駅ごとに周
辺の負荷分布の様態が異なる。特に、北東部に位置する甲州街道駅では、他
の駅に比べ、駅近辺でも負荷が比較的大きい結果となっている。
　図 5-12、5-13 は、往復と立寄りにおける代替タイプの分布を表した図で
あり、図 5-14 は、行動の別を除いたものである。往復、立寄りともに、代
替タイプ B による施設利用が有利である分布が多いことがわかる。図 5-1 と
併せて見ると、川沿いなどの地理的な要因による人口分布の縁部分において、
補助 C の領域が点在している。これから、徒歩アクセスが悪く、他の店舗が
少ない場所に、スーパーが存在し、選択施設となっていることがわかる。
　図 5-15 はすべての住民が最小負荷行動をすると仮定したとき、往復行動
を選択するか、立寄り行動を選択するかを見た図である。立寄り行動に関し
ては移動のコストが往復行動に比べ小さいため、駅付近で立寄り行動が可能
な地域については、立寄り行動を選択すると想定されることが多い。当然、
駅から離れた地域は、徒歩圏を 1200m と設定したことにより立寄り行動を
行えないため、往復行動を選択すると想定される。しかし、駅付近の立寄り
行動を行える領域でも往復行動を選択すると想定される部分が、僅かではあ
るが存在する。これは、駅付近にある施設の固有の施設負荷が大きいため、
立寄り領域より外にある施設を利用する方が負荷を小さくできるからであ
る。
　本論文では新たに施設を３分類したことにより、代替タイプ別に分布を見
たときに、代替 B に分類される施設の利用が多いことが確認された。さらに、
３分類のうちの一つに新たな施設としてスーパーを追加したことにより、代
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替行為と非代替行為の差が明確に示された。一方、直線距離では確認できな
い河川等の地理的な影響や住宅分布の縁などの道路状況により、移動が相対
的に不利となる地域が存在し、そこでは他の地域と異なり補助 C の施設を選
択施設とする可能性が高いことがわかった。このことからスーパーはそれを
最寄とする需要のみに依存しないこと、つまり自動車などによる広域的な需
要を見越しており、他の食事施設と異なった立地の原理を持つと推測される。
3.2　グラフ集計
　図 5-16 は、すべての住民が最小負荷行動をすると仮定したときに、各施
設を選択すると想定される人数の総和（想定利用者数）と１店舗当たりの想
定平均利用者数を示す。これより、施設間で利用者の負荷が小さい立地になっ
ているかどうかを比較できる。最も選択されやすいと想定されるのは、店舗
数も多く施設負荷も比較的小さいコンビニであるが、1 店舗当たりの想定平
均利用者数が最も多くなるのは、施設負荷が最も小さい持ち帰り弁当であっ
た。
　図 5-17 左はすべての住民が最小負荷行動をすると仮定したときに選択さ
れる施設を、世帯規模別、年齢別に見た図である。世帯規模別に見たとき、スー
パー以外の施設すなわち代替 A、B の施設は、単身世帯が最も多く、世帯規
模が大きくなるにつれ、利用が少なくなる。一方、非代替施設すなわち補助
C であるスーパーにおいてのみ、単身世帯の利用が少なくなる。このことか
ら、単身者は、食事行為において住宅の外で代替される施設を利用しやすい
地域に分布しており、逆に自炊を行いにくい立地に居住していると予想され
る。代替施設の傾向は、年齢別にみると、15 から 45 歳と 60 歳以上の利用
の多さが目立つが、これに関しても、スーパーのみ他の施設と違う傾向を示
し、年齢が上がるにつれ、利用が多くなると想定される。
　図 5-17 右は、同様の仮定のもとでの世帯規模別、年齢別にみた代替タイ
プのグラフである。図 5-17 左でコンビニ、持ち帰り弁当の利用が多いこと
からもわかるように、代替 B の利用が最も多い。世帯規模別で、代替 A、B
は単身世帯が最も多く世帯規模が大きくなるにつれ少なくなっていき、補助
C とは異なる傾向を示す。年齢別では、15 から 45 歳と 60 歳以上が多く、
年齢が上がるにつれ利用が増えていく補助 C とは異なる傾向がある。
　そこで、図 5-17 と対象地域の年齢、世帯別割合（図 5-18）を用いて、年齢、
世帯別選択施設割合を求めた（図 5-19）。世帯規模別では、単身世帯ではスー
パーが低く、ファストフード店が高い。年齢別では、15 歳から 45 歳で同様
の傾向が見られる。また、60 歳以上は相対的に、スーパーが選択されやすく、
ファストフード店がされにくい。わずかな差であるが、世帯規模、年齢別に
居住地分布が異なっている。
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図 5-5　各施設の分布
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図 5-6　往復行動エネルギー分布
図 5-7　立寄り行動エネルギー分布
図 5-8　エネルギー分布
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図 5-9　往復行動コスト分布
図 5-10　立寄り行動コスト分布
図 5-11　コスト分布
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図 5-14　代替タイプ分布
図 5-13　立寄り行動代替タイプ分布
図 5-12　往復行動代替タイプ分布
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図 5-15　最小負荷行動分布
図 5-16　施設別想定利用者
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図 5-18　対象地域の年齢、世帯別割合
図 5-17　年齢・世帯別想定利用者数
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4　おわりに
4.1　知見の総括
　本章で得た知見を以下にまとめる。なお、以下の考察は、食事に限った負
荷の違いにより施設の選択が決定されていると仮定をしたものである。
　まず、施設利用の負荷を構成する移動負荷と施設負荷のうち、本論文では
移動負荷を、鈴木ら (2012) の直線距離に対して、道路距離で評価し精緻に
算出した。しかし、その影響は、施設負荷の影響に比べて小さく、むしろ持
ち帰り弁当やコンビニの分布が負荷分布に大きく影響することが明らかと
なった。
　また、住宅の機能を代替する施設と住宅の機能を補助する施設とでタイプ
別に分析を行ったことで、それぞれの施設タイプを利用する人口分布が、世
帯規模、年齢別ともに異なることがわかった。特に、単身世帯、15 歳から
45 歳と 60 歳以上の人口の分布と、住宅の機能を代替するこれらの施設の立
地との間には、鈴木ら (2012) の知見以上に、関係があることが示唆された。
　さらに本章で、新たに道路距離を採用したことにより、川沿いやそれ以外
の交通網の分断による影響が確認できた。特に、そのような部分について、
図 5-14 などからわかるように補助 C の施設利用が比較的多いことが判明し
た。
　以上から、非代替施設であるスーパーは、本研究で扱った他の施設とは異
なる原理で立地していることが示唆された。特に単身者は、代替施設を利用
しやすい地域に分布する傾向が強く、一方で、自炊を主とするスーパーの周
辺には、分布が少ない傾向があった。従って、「住宅の機能を代替する」こ
とに着目する本論文の施設評価手法は一定の説明力を有することが示唆され
た。
　さらに、スーパーの立地傾向に関する既往論文では、太田ら（2010）は、スー
図 5-19　年齢・世帯別選択施設割合
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パーの立地と商圏についてボロノイ分割と円分割によって行っているが、福
島市の市街地でも片道 1200m の移動を課される地域の存在を指摘している。
また、香川（1972）は、広島市での分析で、スーパーが商店街や、住宅地
など立地と売り場面積との関係を考察している。特に住宅地に立地するスー
パーは小規模なものが多いことを指摘している。このことは、大きな商業集
積地の少ない本論文での調査地域を考えると、駅から離れた住宅地に小規模
に立地する今回の研究結果からも、同様の傾向が読み取れる。
　また、立寄りの際の目的地を最寄駅であると仮定し、計算を行ったことで、
移動の集中する駅周辺では立ち寄り利用の観点から利便性が高い地域の範囲
と施設立地の集中が確認されたが、図 5-11 の多摩都市モノレール甲州街道
駅等のように、通勤や通学などのために利用者が集中することが想定されな
い鉄道駅の存在が明らかとなった。すべての鉄道駅を同等に扱うことには、
限界があると考えられる。このように、鉄道駅を一律に移動の中心と考える
ことは、人口分布や世帯分布さらには、鉄道駅の路線網などの違いから不適
切であると考えられ、これらの違いは施設分布として表出していることがわ
かった。これは、移動の集中という観点からみると、現状の鉄道駅の分布は
必要以上に分布されていることが示唆された。
4.2　今後の課題
　分析の課題は以下のとおりである。
　まず、他にも同様の利用が考えられる施設の選定とともに、行動実態をよ
り詳細に分析する必要がある。例えば、パーソントリップ調査などにより、
実際の施設の利用頻度や移動距離との整合性を確認する必要がある。また、
これらの施設は都心部の就業地近辺でもみられ、地域特性の異なる場所にお
ける本モデルの適合可能性についても考慮の余地がある。さらに、施設の出
退店や人口分布変化といった時系列的な分析も課題として挙げられる。
　扱ったデータの面では、引用データの精度が課題として挙げられる。また
引用データである施設負荷は、他の施設との相対的な差により評価している
ため、種々のデータを基に感度分析を行い、各施設負荷の妥当性を検討する
ことも課題として挙げられる。
　さらに、最も負荷の小さい施設を選択するという仮定により、図 5-15 か
ら図 5-19 までに示す簡明な結果が得られた。その一方でこの仮定により、
選択肢数の大小がもたらす地域の魅力の大きさが人口分布の分析に反映され
ていないことは、結果の解釈上の制約であり、解決すべき課題である。
　これらの課題を踏まえ、アクセシビリティのみでは語れない行動負荷を考
慮することにより、施設の選択確率とそれに伴う居住地選択および施設の最
適配置を再定義するモデルの開発を今後の課題としたい。
太田雅雄・樋口良之（2010）：市街
地におけるスーパーマーケットの立
地分布の考察，日本オペレーション
ズ・リサーチ学会秋季研究発表会ア
ブストラクト集 2010，pp.96-97
香川勝俊（1972）：広島市における
百貨店・スーパーマーケットの立地
と販売圏，地理科学学会，地理科学
17，pp.1-12
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ 
　本章では、第二章で得られた知見を基に、人口分布と移動の集約に着目し
てコンパクトシティ化に向けた全国で対象地域の大きさや人口分布に関わら
ず適用可能な汎用性を持った集約地域の選定モデルの構築を行う。
1.2　研究の背景と目的
　我が国の都市は、高度経済成長期から無秩序に拡大を続け、郊外では多く
の住宅地が開発された。一方で、モータリゼーションの進展や、大規模小売
店舗立地法 ( 新大店法 ) に伴う郊外の大型ショッピングセンターの開発によ
る中心市街地の衰退から、多くの都市でスプロール化、ドーナツ化が問題と
なってきた。さらに、人口減少、高齢化から、これらの問題はより深刻なも
のとなりつつある。このような中で、都市のコンパクト化、コンパクトシティ
への期待は大きく、国土交通省は都市機能の近接化による歩いて暮らせる集
約型まちづくりの実現に向け、拡散した都市機能を集約させ、都市の低炭素
化の促進を図るため、医療・社会福祉・子育て支援・教育文化・商業施設等
の都市のコアとなる施設の集約地域への移転の促進、移転跡地の都市的土地
利用からの転換を促進する支援制度として、平成 25 年度に集約都市（コン
パクトシティ）形成支援事業を創設した。
　コンパクトシティの概念は扱われ始めて久しく、実証分析や都市のコンパ
クト化を評価する指標の開発などで様々な既往研究がある。大橋ら (2009)
はコンパクトシティ政策を熱心に行っている青森市を対象として、その施策
の効果を人口分布の時系列変化から検証した。また、森本 (2011) は、宇都
宮市を対象として、税収や施設の維持管理費、交通機関の CO2 排出量など
に着目し、都市がコンパクト化することによる影響を推計した。さらに、堀
ら (1999) は、宇都宮市を対象として、パーソントリップデータを基に人口
分布構造と交通需要の関係から自動車エネルギー消費量を算出し、コンパク
ト化による効果を定量化した。
　このように、コンパクトシティの評価基準は多岐にわたり、未だ一意に確
立はされていない。しかし、都市機能と人口が集中し、移動が便利であるこ
とを満たすことは、多くの評価基準を見ても必要条件であると言える。そこ
で本研究では、これらを語る上でもっとも重要であると思われる、人口の集
中具合すなわち人口集塊性を総移動距離最小化 (mini-sum) を用いて都市内
で相対的に定量化することで、各都市でのコンパクト性の評価や、集約地域
となり得る拠点の候補点について考察する。ここで言う拠点とは、多極型コ
ンパクトシティに向けた、集約地域選定の根拠となる交通拠点および周辺の
都市施設群の集合地を指すものとする。
1.3　研究の位置づけ
　前節で述べた通り、都市のコンパクト化に明確な定義が未だなされていな
いのが現状であり、その原因は、都市構造には様々な要素が複雑に入り組ん
でおり、それらすべてを一律に評価することが困難であるためである。
　土木計画学分野におけるコンパクトシティの既往研究においては、施設や
居住者の立地誘導による移転コスト、維持コストそれに対する QOL(Quality 
Of Life) の関係を、都市経済学をベースにコンパクト化の効果を定量化して
注・参考
国土交通省：集約都市（コンパク
トシティ）形成支援事業の創設，
https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_
machi_tk_000051.html
大橋佳子・石坂公一 (2009)：コンパ
クトシティ政策の実証分析 : 青森市
を例として，日本建築学会計画系論
文集，Vol.74(635)，pp.177-183
森本章倫 (2011)：都市のコンパクト
化が財政及び環境に与える影響に関
する研究，日本都市計画学会都市計
画論文集，Vol.46，No.3，pp.739-
744
堀裕人・細見昭・黒川洸 (1999)：自
動車エネルギー消費量から見たコン
パクトシティーに関する研究 - 宇都
宮都市圏の 2 時点における PT デー
タを用いて -，日本都市計画学会都
市計画論文集，Vol.34，pp.241-246
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いる。例えば、宮田ら (2004)、牧野ら (2010) 都市経済学を基にした都市の
コンパクト化がもたらす影響を、仮想都市シミュレーションにより分析して
いる。また、長尾ら (2012) は、QOL 指標、及び市街地維持費を評価値として、
遺伝的アルゴリズムを用いた最適化を行った結果、市街地維持費を抑えるよ
うに撤退をした後、QOL を増加させるように移転を行うことが望ましいと
している。さらに、立地誘導施策を体系化した鈴木ら (2011) や、コンパク
トシティの形成過程に問題提起をした安立ら (2012) は、都市構造リスクを
基に、コンパクトシティを形成する過程において、現状の趨勢以上にリスク
が増大する可能性を示唆している。
　一方で都市解析分野では、都市のコンパクト化を考える上で人口分布に着
目し、まとまって住むこと、つまり人口分布が集塊性を持つことで都市の効
率を高めることを前提として分析を行っている。
　人口分布に着目したコンパクトシティの評価として、人口集塊性や移動距
離を主眼とした論文は、都市解析分野を中心として数多くの蓄積がある。人
口集塊性について、佐保 (1998) は、DID 面積、都市人口を基にした都市化度、
DID 人口密度や、宅地面積を基にした宅地化度などにより、都市機能の集積
圏域と集積密度の視点から都市機能のコンパクト性を評価した。また、移動
距離については、三浦ら (2013) は、都市のコンパクト性について、住民間
の平均距離を指標とし人口増減によりコンパクト化する領域とスプロール化
する領域を可視化した。
　佐保 (1998) については、人口の集塊として人口集中地区 (DID) を基に評
価を行っているが、これは、基本単位区をもとにした人口密度と人口での絶
対的な指標であるため、地方や山間部では面積の大きい集計単位となり、こ
のような地域での相対的な集塊性について評価することが適わない。これに
関して、DID の基準値、特に密度基準について、異なる調査区面積で同一の
値を用いて良いかどうかの議論もある ( 腰塚 1995)。一方、三浦 (2013) は、
市町村内の各住民が、すべての住民の元へ移動する時の平均移動距離と、住
民の平均移動距離が最小となる点、すなわちウェーバー点までの平均移動距
離を指標としている。この指標は、地域内の人口の相対的な集塊性を反映さ
せていると言える。しかし、この移動距離を基にしたコンパクトシティ指標
は、ある地域内の人口を 1 つの集塊にまとめることを前提とした議論である。
　しかし、市町村合併により、地域内の人口集塊が複数の地点に点在するこ
ととなり、1 か所の中心で議論を行うことが困難となった。そこで、本研究
では人口が集中していることで市街地維持費や移転費などコストの面での効
率化がなされやすいことを前提として、地域内における実際の人口分布の集
塊性に着目し、中心となる拠点の数と位置について移動コストを基に、明ら
かにすることを目的とする。
2　研究の方法
　一般的に施設配置計画を考える際、最も頻繁に扱われる指標は距離であり、
これは需要の空間的な分布によって配置を決定していると言える。また、不
特定多数が利用する施設の配置では、需要の分布を人口分布に置き換えるこ
とが多い。コンパクトシティにおける集約地域すなわち拠点となる場所は、
地域に住むすべての住民が訪れる想定とであると考えられる。そこで、施設
配置理論モデルの一つである p-median 問題を基にして、人口の集塊性を評
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図 6-1　アルゴリズムの概要
図 6-2　p-median の概念
図 6-3　拠点間移動モデルの概念
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価することで都市内の様々な機能を持つ施設群を集積させる拠点の最適配置
を、従来考えられてきた 1 か所に集約することと比較し、その利便性の違い
について明らかにする。
　本研究では、東京都八王子市と、2005 年に浪岡町と合併しコンパクトシ
ティ化にも力を入れている青森県青森市を対象に地域内の 500m メッシュ人
口及び、その代表点間の距離を対象に計算を行い、両市の比較考察をする。
この際、各市に隣接する地域の人口は計算過程から除外したが、鈴木 (2005)
は地域を分割して解いた p-median を連結させてもその誤差は小さいとして
いるため、他市の人口の影響は考えないものとして市内人口のみを計算の対
象とした。
2.1 　p-median 問題の簡易アルゴリズム
　p-median 問題は、全住民の最寄施設への移動距離の総和を最小にするよ
うに p 個の施設を配置する問題であり、その解法には様々なアルゴリズムが
考究されてきた ( 久保ら 2012)。本論文の計算では、候補点として扱う市町
村を含む範囲の 500m メッシュ代表点の数は少なく、簡易的なアルゴリズム
でも充分に高い精度で解を得られると考え、図 6-1 に示すような方法を採用
する。
2.2　人口集塊と集約地域
　まず p-median 問題は移動コストの総和が最小になるように p 個の施設
を配置させる問題である。この時、移動コストは最寄施設までの距離となっ
ている ( 久保ら 2012)。これに関連して大澤 (1996) は、p-median の施設数
を建設費用による制約をつけると p-median のいずれかの施設数の解に帰着
すること、また実都市での計算で、逐次配置と同時配置の誤差が少ないこと
を明らかにした。また、鈴木 (2002) は、最近隣施設選択仮定の緩和として、
第二近隣施設選択、２施設周遊などの条件を組み込み p-median 問題を拡張
させることで施設同士がクラスターを形成することを論じている。
　p-median では、基本的に最寄りの施設を利用するもので、他の施設につ
いては考慮しない。しかし、一つの自治体内に複数の拠点を配置することを
考えたとき、都市のコアとなる施設の数は拠点の数に依存するとは限らず、
コンパクトな都市を考えると必要最小限であることが望ましいと考えられ
る。そのため、拠点までの距離とともに、拠点間の距離を考慮すべきである。
点の集中と分散に関して、縄田ら (2011) は、グラフ内の局の均等化配置と
して、局間距離の分散を指標としてモデル化を行った。さらに、田頭 (1994)
は、オフィス立地について、通勤交通と業務交通のトリップ数の違いに着目
し、集中配置と分散配置の利便性の差を分析した。
　需要点（住民）ごとの拠点の選択について考えると、p-median では、各
需要点は最寄りの拠点を選択することが前提であり、それは総移動距離の最
小化の条件でもある。つまり、通常の p-median 問題では拠点同士のボロノ
イ図がそれぞれの拠点の圏域であるが、拠点間の移動を考慮すると、拠点間
の総移動距離は拠点ごとに異なり、拠点間で見た中心性が高い拠点ほどボロ
ノイ領域に比べ、大きな圏域を持つことが予測される。ここで言う中心性と
は、他の拠点までの距離の和の逆数で表わされる Closeness Centrality と同
義であり、この指標は情報、都市解析など様々な分野で扱われており、解法
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アルゴリズムの研究も多い ( 田畑ら 2011)。また、ある拠点から他の拠点へ
の接続性に関して、佐々木 (2000) は米国を中心に蓄積されたハブ空港の最
適立地（ハブロケーション問題）についてモデルとその最適解の解法につい
て述べている。安藤 (2013) は、その近似解法について解の精度を確認でき
る手法を提案している。
　以上を踏まえ、一つの中心にすべてを集約させることと、複数の拠点を考
慮することについて比較を行う。複数の拠点を設置する際には、各拠点は集
約地域であると同時に公共交通のハブの役割を持つことを前提とし、全ての
拠点間の移動を考慮する。これにより、最適な拠点数と拠点配置を同時に満
たすモデルが得られる ( 以下、拠点間移動モデルと呼ぶ )。
　拠点間移動モデルと p-median との違いについては図 6-2、6-3 にそれぞ
れ示す。また、拠点間移動モデルとハブロケーション問題の関係は次の通り
である。
　一般的にハブロケーション問題は、多数の空港間の移動を、より少数のハ
ブ空港間の幹線の路線と、ハブ空港とローカル空港間のローカルの路線に収
容する問題である。拠点間移動モデルは、ローカル空港を住民、ハブ空港を
拠点と読み替えた上で、下記の条件を付したハブロケーション問題と捉えら
れる。
(1) それぞれのローカル空港は一つのハブ空港（以下、所属ハブ空港と呼ぶ）
との間との路線だけを持つ（ハブロケーション問題の中の Single Allocation 
Model となる）。
(2) 移動はローカル空港のみを出発地とし、ハブ空港を出発地とする移動は
ない。
(3) 移動の目的地は、所属ハブ空港と、所属ハブ空港を経由した他のハブ空
港に限定され、他のハブ空港に接続するローカル空港へは移動しない。
　このことは、数理モデルとしては、拠点間移動モデルはハブロケーション
問題の一種と見なせるが、実際への適用を考えた場合、通常のバフロケーショ
ン問題とは次の点で違いがあることを意味する。通常のハブロケーション問
題では、ハブ空港を出発点とする移動が存在し、移動の目的地はローカル空
港を含めた全ての空港であることが暗黙の前提である。この結果として、所
属するローカル空港を含めた移動の発生が多いハブ空港へは、他のハブ空港
からの移動も多くなり、ハブ空港間に序列が生じ、これが配置に影響を及ぼ
す。しかし拠点間移動モデルでは、あるハブ空港から他のハブ空港の移動は
そのハブ空港の抱える需要に関わらず一定である。これは、多くの住民が利
用している拠点であっても、拠点間移動においては他の拠点と同等に扱うこ
とを意味する。これは、本研究の想定に含まれる、多数の地方自治体が合併
して形成された自治体で、突出した中心が存在せず、政治的にもすべての拠
点を同等に扱う必要がある状況に対応したものである。
2.3　移動距離の定義
　拠点間移動は最寄拠点までの移動と比べ鉄道やバスなどの公共交通の整備
により、移動コストを小さくすることが考えられる。しかし、移動コストの
重みは費用やエネルギー、時間など様々な観点から一意に求めることは困難
である。これに関連して、近藤ら (2012) は多段階交通を導入した時に、移
動コストが最小となる都市形態を解析的に明らかにしている。本研究では、
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拠点間に公共交通が整備されるものとし、拠点までの移動コストとの比率を
考慮し C' を C'=αC として拠点までの移動 C と足し合わせたものを移動コス
トと定義し、評価関数とする。この際、αの値と拠点数や位置などの変動を
確認する。
　これを踏まえ、拠点間移動を考えた時の拠点ごとの接続性、独立性の高低
を観察することで、それぞれの拠点への都市機能の配置について考察を行う。
3　結果
3.1 　p-median
　まず、八王子市内の人口分布及び p-median 点 (p=1 から 5) を各メッシュ
の移動距離とともに図 6-4 に示す。白色の部分が平均移動距離以下の地域
である。これを見ると、人口が多く集まっている八王子駅周辺部と、比較的
人口が多い、南東部の京王相模原線沿いの多摩市、町田市との境界方向に
median 点が置かれる傾向がある。西側の山間部には、人口が薄く点在して
いることから、mini-sum 基準で評価すると西側をカバーする拠点は非効率
的であることがわかる。また、図 6-5 に p=1 から p=20 の目的関数、すなわ
ち平均距離の変化を示した。拠点が一つの時の平均距離は 3865.4m となり、
拠点が増えるごとに減少していき、拠点の数が 10 で平均距離が 1155.3m と
なり、およそ徒歩 15 分圏内となる。
　次に、青森市で同様に人口分布及び p-median 点 (p=1 から 5) を図 6-6 に
示す。人口の集中している青森湾沿岸部を中心に median 点が分布するが、
拠点数が 3 の時、浪岡を中心とする市の南西部に拠点が置かれる。また、八
王子市と同様に図 6-7 に平均距離の推移を示す。拠点数が 1 の時、平均移動
距離 4521.3m となり、拠点数が 10 になると、平均距離 1322.8m まで減少
する。
　ここで、施設数 n の時の平均移動距離を rn とした時、平均移動コストを以
下のように表す。
近藤赳弘・吉川徹 (2012)：移動コス
トを最小化する立体都市形態 - 階層
的な生活域と交通手段の導入を仮定
して -，日本建築学会計画系論文集，
Vol.77(675)，pp.1087-1093
　上式の結果と実際の平均移動距離の比較を表 6-1 に示す。これを見ると、
両市とも概ね一致することから、メディアン点の平均移動コストの近似式と
みなすことが出来る。
　以上の結果は、住民が最寄りの拠点までの平均移動距離を最小化したもの
である。つまり、各人は最寄の拠点ですべての需要を満たし、拠点間の移動
が一切ないと仮定したものである。コンパクトシティの概念から考えると、
拠点を 1 つ配置し、その 1 点に利用者及びコア施設群をまとめることで移動
距離を極限まで小さくすることが理想とされる。しかし、都市ごとに総人口
は異なり、全ての都市で複数のメディアン点に独立した集約地域を整備する
ことは困難であると考えられる。そこで、次節では、現状の人口分布を踏まえ、
拠点の複数配置を許し、且つ拠点間の移動を考慮した最適化を考える。
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図 6-4　八王子市 median 点の分布
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移動距離
3865.414401 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
1-median
0.000000 - 2704.753200
移動距離
2704.753201 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
2-median
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0.000000 - 2205.755452
移動距離
2205.755453 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
3-median
0.000000 - 1853.030408
移動距離
1853.030409 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
4-median
0.000000 - 1685.758168
移動距離
1685.758169 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
5-median
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図 6-5　八王子市 p-median の目的関数の推移
図 6-7　青森市 p-median の目的関数の推移
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図 6-6　青森市 median 点の分布
移動距離 0.000000 - 4521.296651
4521.296652 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
1-median
人口総数
500人以下
501  - 1000人
1001 - 1500人
1501人以上
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移動距離 0.000000 - 2453.482854
2453.482854 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
3-median
移動距離 0.000000 - 3370.848822
3370.848823 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
2-median
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移動距離 0.000000 - 2127.818761
2127.818762 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
4-median
移動距離 0.000000 - 1873.684327
1873.684327 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
5-median
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表 6-1　両市メディアンと近似
八王子 平均移動コスト 近似式
n=1 3865.414 3865.414
n=2 2704.753 2733.261
n=3 2205.755 2231.698
n=4 1853.030 1932.707
n=5 1685.758 1728.666
n=6 1543.007 1578.049
n=7 1419.119 1460.989
n=8 1317.976 1366.630
n=9 1234.609 1288.471
n=10 1155.330 1222.351
n=11 1096.943 1165.466
n=12 1054.592 1115.849
n=13 1004.054 1072.073
n=14 966.499 1033.075
n=15 927.900 998.046
n=16 897.175 966.354
n=17 872.627 937.501
n=18 839.974 911.087
n=19 818.850 886.787
n=20 797.280 864.333
青森 平均移動コスト 近似式
n=1 4521.297 4521.297
n=2 3370.849 3197.040
n=3 2453.483 2610.372
n=4 2127.819 2260.648
n=5 1873.684 2021.985
n=6 1730.392 1845.812
n=7 1599.627 1708.890
n=8 1485.425 1598.520
n=9 1394.159 1507.099
n=10 1322.768 1429.760
n=11 1256.049 1363.222
n=12 1193.696 1305.186
n=13 1135.552 1253.982
n=14 1079.104 1208.367
n=15 1028.087 1167.394
n=16 983.818 1130.324
n=17 949.383 1096.576
n=18 918.050 1065.680
n=19 888.452 1037.257
n=20 861.539 1010.993
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3.2　拠点間移動モデル
　ここでは前節を踏まえ、住民が任意の拠点に移動するための平均移動距離
を最小化する問題を考える。図 6-3 で示したように負荷の大きさは最寄拠点
まで向かう移動 C に対して C'=αC(0 < α < 1) とする。また、拠点間移動モデ
ルでは、p-median 問題と異なり、拠点の数が増えることにより、拠点間移
動分の総移動距離が増加するため、拠点までの移動と拠点間移動にトレード
オフが発生し、位置と数が最適化される。
　ここで、八王子市における拠点間移動モデルについて、α の値毎に得られ
た結果を示す ( 図 6-8)。まず、α の値が大きくなるにつれ、拠点数が少なく
なっていることがわかる。当然、拠点間の移動の重みが小さくなるほど多く
の拠点を設置することが出来るが、例えば移動コストを速度基準として考え
ると、徒歩移動 (80m/min) を拠点までの移動手段であるとすると、α=0.1 は
48km/h となり、拠点間をバスなどで結ぶことで、拠点を 3 つ設置すること
が最適であり、分布は図 6-8 左上の α=0.1 のようになることがわかる。同様
に、鉄道であれば、α=0.05 程度（96km/h）と考えると、施設数は４つが最
適数となる。また、図 6-4 の拠点数３、４とこれらを比べると、最適配置が
わずかに中心に寄るようにずれる。
　さらに、図 6-9 に拠点間移動を含めた平均距離の推移を示した。この平均
移動距離は、実際の移動距離ではないが、拠点までの移動に比べどの程度、
利便性を高めると平均移動コストが低下するかが読み取れる。図 6-9 から
α=0.1 の時には 3230.5、α=0.05 まで小さくすると、2666.0 となる。ここで、
移動コストを時間として読み取ると、α=0.1 で 40.4 分、α=0.05 で 33.3 分
の移動時間で任意の拠点に到達することが出来る。
　同様に、青森市における拠点間移動モデルによる拠点分布を図6-10に示す。
八王子市と同様、移動コストをバスや鉄道の速度として考えると、α=0.1では、
沿岸部のみの拠点配置となり、浪岡に拠点を置くことは非効率であることが
わかる。しかし、鉄道並みの速度と考えられる α=0.05 では、浪岡に拠点が
置かれる。図 6-11 に示した目的関数の推移をみると、α=0.1 では、3844.6
となり、移動時間として読むと、平均 48.1 分、α=0.05 では、3491.6 で、
平均 43.6 分で、任意の拠点に到達できることがわかる。
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図 6-8　八王子市拠点間移動モデルによる拠点分布
570.275492 - 3062.408459
移動距離
3062.408459 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.08
611.292222 - 3149.970503
移動距離
3149.970503 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.09
622.622235 - 3230.466653
移動距離
3230.466654 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000.000001 - 13895.257709
α=0.1
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595.997257 - 2665.964229
移動距離
2665.964229 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.05
485.182660 - 2870.468974
移動距離
2870.468974 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.06
526.432196 - 2970.924535
移動距離
2970.924535 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.07
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図 6-11　青森市拠点間移動モデル目的関数
図 6-9　八王子市拠点間移動モデル目的関数
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図 6-10　青森市拠点間移動モデルによる拠点分布
移動距離 424.327358 - 3844.563748
3844.563749 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.1
移動距離 381.894622 - 3802.131012
3802.131012 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.09
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移動距離 382.947685 - 3660.966579
3660.966579 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.07
移動距離 437.654498 - 3734.495484
3734.495484 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.08
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移動距離 1010.575945 - 3491.615813
3491.615814 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.05
移動距離 370.598112 - 3581.159508
3581.159509 - 5000.000000
5000.000001 - 7500.000000
7500.000001 - 10000.000000
10000以上
α=0.06
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3.3　拠点の施設配置
　ここまでコンパクトシティ化に向け、集約地域を限定する際の目安として
拠点配置の最適化を行った。その拠点数は、当然 1 つの場合よりも複数配置
した方が、移動距離の観点から利便性が向上する。しかし、2 つ以上の拠点
を配置した時、施設数が拠点数未満の場合の配分により相互の移動を考慮し
なければならない。3.1 節では、拠点を増やすことによる平均距離の減少の
効果が明らかになったが、3.2 節より拠点数の増加によるデメリットの制約、
つまり最寄拠点以外の利用を考慮し拠点までの移動と足し合わせて計算を
行った。これは、全ての拠点への移動距離の平均を最小化している。
　ここで、全人口を基にしたメディアン点分布はすべての人が利用する施設
の最適配置点であるため現状の人口分布における都市的施設の最適配置とな
る。しかし、将来的に人口減少が進むにつれ施設の統廃合が起こると予想さ
れる。その際、常に最適配置をやり直すことは困難であるため、いずれかの
拠点から施設を撤退させることが想定される。この場合、最寄りの拠点では
需要を満たせない状況が生じ、その際は拠点間の交通網を利用して施設があ
る拠点まで移動することになる。拠点間移動モデルでは、どの拠点で施設の
廃止が生じても、最小の平均移動コストで他の拠点へ到達できる。
　本節では、拠点間移動と拠点までの移動を考慮し、メディアンと拠点間移
動モデルにおける配置の統廃合に着目した頑健性の評価を行う。施設配置の
頑健性とは、施設の統廃合などによる配置の変化に対して移動距離などの利
便性の低下が小さいことを言う（宮川他 2004）。
　図 6-12 及び図 6-13 にメディアンと拠点間移動モデルの全拠点までの平
均移動コストの比較グラフを示す。八王子市、青森市の両市ともに最寄拠点
以外の拠点への移動を考えた場合、拠点間移動モデルによる優位性が確認さ
れ、平均移動コストは 5％前後削減できることがわかった。青森市における
α=0.08 では、拠点間移動モデルとメディアン配置の拠点間移動に大きな差
が見られるが、これは、拠点数が 3 つの時、メディアン配置では、浪岡地域
に拠点が置かれるが、拠点間移動モデルでは、浪岡地域に拠点が無いことに
よる。つまり、拠点間を結ぶ交通網により、浪岡地域に拠点を置くかどうか
判断する必要があることがわかった。どの拠点で都市施設の廃止が行われて
も、この平均移動コストを下回ることはないため、メディアン配置に比べ、
拠点間移動モデルの方が頑健性が高く、人口変動や、施設の廃止に対して対
応がとりやすい配置であると言える。
4　おわりに
4.1　知見の総括
　以上より得られた知見を以下にまとめる。
　まず、拠点間の移動を考慮した複数地点を利用する最適配置モデルを構築
することが出来た。これにより以下のことが明らかとなった。
　まず、p-median 問題は、人口分布によって決定するが、各々独立した拠
点であると考えることが出来る。一方で、本研究で提案した拠点間移動モデ
ルは、人口分布に依存して配置されるが、拠点そのものの配置にも依存して
決定される。このことから、対象範囲内の人口をボロノイ領域ごとに独立し
て捉える p-median 問題に対して、拠点間移動モデルは対象範囲の人口分布
の偏りを全体的に捉えた配置であると言える。これにより、行政区域など地
宮 川 雅 至・ 大 澤 義 明・ 腰 塚 武 志
（2004）：施設の開設・閉鎖に伴う移
動距離変化と頑健な規則的配置，日
本オペレーションズ・リサーチ学会
和文論文誌 47，pp.1-24
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図 6-12　八王子市 _ 両モデルの全拠点平均移動コスト比較
図 6-13　青森市 _ 両モデルの全拠点平均移動コスト比較
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域を一体的に計画する際に有用なモデルを構築することが出来た。
　分析結果として、八王子市を見ると、JR 八王子駅を中心とした人口集塊
と京王線南大沢駅を中心とした人口集塊が図 6-4 のメディアン点分布からわ
かる。これは拠点間移動モデルでも概ね同様の傾向が現れた。一方で、青森
市を見ると拠点が 3 地点の時のメディアン分布に青森駅を中心とした人口集
塊の他に浪岡駅を中心とした人口集塊に拠点が置かれる。しかし、拠点間移
動モデルを見るとα =0.05 以下にしなければ浪岡駅に拠点を置くことは非効
率であることがわかった。これにより、公共交通網への設備投資と拠点の最
適配置の関係性が示唆された。このことは、市町村合併により、複数の人口
集塊を持った都市におけるコンパクト化について集約地域をどのように設定
するかという問題の一つの指標となることがわかった。
　また、利用率が独立した複数の施設配置を同時に求めることが出来ること
がわかった。また、メディアン配置に比べ、拠点間移動を考慮したモデルは
最適配置点が人口の多い中心部に集まることが確認できた。さらに、コンパ
クトシティを計画する上で、1 点に集中させることと複数拠点を考えること
の違いが明らかとなり、複数拠点を配置することでの拠点間の移動を考慮し
た計画的な都市の縮小の可能性を拠点の頑健性から評価することが出来た。
4.2　今後の課題
　p-median 問題では、拠点間の相互の移動を考慮していないため、それぞ
れの拠点が都市機能をすべて含んだ独立拠点であると考えられる。一方で、
拠点間移動モデルではすべての拠点への移動を仮定したモデルであるため、
それぞれの拠点が都市機能を補完しあうことを前提としたものである。言い
換えれば、すべての拠点に利用率が等しい異施設が存在する想定である。今
後の発展として、利用率の異なる施設を配置することをモデルに組み込むこ
とにより、より現実的、具体的な施設配置、集約地域の抽出を行うことが必
要であると考えられる。この場合も、移動目的地の位置自体を最適化するこ
とから、通常のハブロケーション問題とは異なるアプローチが求められる。
　さらに、ハブ空港の最適配置を考えたハブロケーションでは、ハブ空港の
配置と、接続に関して最適化を行うモデルである。本研究の拠点間移動モデ
ルでは、各拠点からすべての拠点への移動を考えているが、都市機能の最適
化を考えると、ハブ空港の配置と、接続に関して最適化を行うモデルである
ハブロケーション問題の枠組みを踏まえて、拠点間の交通網についても最適
化することが必要であると考えられる。
　また、この拠点間移動モデルは、都市内の拠点配置のみならず、対象範囲
を都道府県など広範囲の地域で応用することにより、都市間の配置評価とし
ての解釈も可能であると考えられる。
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1　はじめに
1.1　本章の位置づけ 
　本章では、第六章で得られた知見を基に、年齢別人口に着目したコンパク
トシティ化に向けた施設配置について分析、考察を行う。
　第六章では、都市施設を集約する地域、つまり集約地域の選定についての
モデルを構築した。その結果、複数の集約地域を設定する場合、すべての拠
点に画一的にと施設を設置することはコンパクトシティの概念からは、行政
コストが増大するデメリットが挙げられた。一方で、拠点間の移動を考慮し、
それぞれの拠点に都市施設を配分することで、行政コストを抑えた複数拠点
型のコンパクトシティの提案、分析を行う。
1.2　研究の目的
　第六章では、人口分布に基づき複数拠点を配置するモデルの構築を行った。
肥後ら（2014）によると、2012 年の都市の低炭素化の促進に関する法律、
2013 年のコンパクトシティ形成支援事業の制定に伴い、各自治体の都市計
画マスタープランにおいて、コンパクトシティを掲げる自治体が急増してい
るという。またその中で、自治体の設定する拠点は数が多く、コンパクトを
掲げるも拡散化に向かってしまう事態を指摘している。
　本章では、集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業に例示されている
都市のコアとなる施設の中から、年齢ごとに利用頻度が異なる施設として（野
口 2014）、教育文化施設、医療福祉施設についての拠点への配置を考える。
　ここで第六章を踏まえ、八王子市及び青森市 500m メッシュ年齢別人口を
年齢 3 区分（15 歳未満、15 歳から 64 歳、65 歳以上）として、把握する。
　図 7-1 に八王子市の 500m メッシュ年齢 3 区分人口分布を示した。これを
見ると、65 歳以上の人口は八王子駅を中心に広がっているのに対し、15 歳
未満人口は、南東部の南大沢周辺に一定の集塊が見られる。また、図 7-3 に
青森市の年齢 3 区分人口分布を示した。青森市は青森駅周辺の中心部に集塊
があり、南西部の浪岡は各年齢もわずかな集塊が見られる。このことから、
年齢別にわずかに偏った分布をしていることがわかる。さらに、それぞれの
年齢区分の人口及び総人口に対する割合のグラフを図 7-2、図 7-4 に示した。
八王子市、青森市ともに 15 歳から 64 歳以下の人口が 6 割強を占め、65 歳
以上、15 歳未満がそれぞれ、2 割、1 割ほどを占める。全ての年齢帯の住民
が同じ利用頻度で利用する施設は当然割合の高い 15 歳から 64 歳の人口を重
要視することになるが、利用頻度に偏りがある施設は、重要視する属性が異
なることがある。
　以上から、年齢 3 区分データを用いてコンパクトシティに向けた拠点およ
び施設配置について考える。
注・参考
平成 24 年法律第 84 号，都市の低炭
素化に関する法律（略称：エコまち
法）
肥後洋平・森英高・谷口守 (2014)：
「拠点へ集約」から「拠点を集約」
へ - 安易なコンパクトシティ政策導
入に対する批判的検討 -，日本都市
計画学会都市計画論文集，Vol.49，
No.3，pp.921-926
野口雄史・吉川徹 (2014)：年齢別
の施設利用頻度変化に着目した施
設・住居最適配置の時系列変化分
析，日本建築学会計画系論文集，
Vol.79(697)，pp.737-744
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図 7-1　八王子市年齢 3 区分人口分布 _500m メッシュ
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図 7-3　青森市年齢 3 区分人口分布 _500m メッシュ
図 7-2　八王子市年齢 3 区分人口グラフ
15歳未満人口
0人
1 - 50人
51 - 100人
101 - 200人
201人以上
71657
382473
119837
0
50000
100000
150000
200000
250000
300000
350000
400000
450000
15歳未満 15から64歳 65歳以上
人口（人）
0.124
0.660
0.207
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
割合
年齢不詳
65歳以上
15から64歳
15歳未満
第七章　属性別人口分布に着目したコンパクトシティ化に向けた施設配置分析
127
15から64歳人口
0人
1 - 50人
51 - 100人
101 - 200人
201人以上
65歳以上人口
0人
1 - 50人
51 - 100人
101 - 200人
201人以上
第七章　属性別人口分布に着目したコンパクトシティ化に向けた施設配置分析
128
図 7-4　青森市年齢 3 区分人口グラフ
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2　研究の方法
2.1　年齢別人口への拠点間移動モデル適用
　第六章では、拠点間移動モデルの構築を行い拠点間移動負荷 α を設定しそ
の挙動を確認した。コンパクトシティを謳う多くの自治体で鉄道駅を中心と
した拠点の配置を目指していることから、ここでは移動速度の観点から鉄道
移動が想定される α=0.05 の際、年齢 3 区分の拠点配置から、総人口の時と
の分布の差を確認する。これは、全ての年齢で同一の利用頻度を持った施設
配置である第六章に対して、各年齢区分ごとに利用頻度が 0 か 1 かを見た施
設配置であると言える。その後、各年齢区分別に利用頻度と施設配置の関係
性を考察する。
2.2　利用頻度の組み込み
　施設を利用する際、年齢別に利用する施設が異なると考えられる。例えば、
15 歳以下であれば、小学校あるいは中学校への移動が主で、医療施設の利
用者は高齢者になるにつれ利用率が上がるといった年齢ごとに偏りがある。
このような利用頻度の差がある一方で、施設の利用機会が施設ごとに異なる。
上述した小中学校は、15 歳以下の住民はおおむね毎日利用することに比べ、
役所、医療施設は、毎日利用することは少ないと考えられる。
　以上のことから、年齢別利用頻度と施設の利用機会をまとめて利用頻度と
呼び、2.1 節に引き続き拠点配置、施設配置への分析を行う。
3　分析結果
3.1　年齢別人口と拠点間移動モデル
　図 7-5 から図 7-7 に八王子市年齢 3 区分の拠点間配置モデル（α=0.05）の
配置と第六章で行った全年齢の配置を重ねたものを示す。すべての場合で拠
点数は第六章の時と同様で 4 か所となった。15 歳未満は 2 か所が全年齢の
時の結果と重なる。15 歳から 64 歳では全ての配置が全年齢の時と同様であ
る。65 歳以上では、南東の拠点が中央に寄った配置となる。これは 65 歳以
上で見ると、その他の年齢区分に比べ南東部の集塊は小さいためと考えられ
る。
　図 7-8 から図 7-10 に青森市年齢 3 区分の拠点間配置モデル（α=0.05）の
配置と第六章で行った全年齢の配置を重ねたものを示す。八王子の結果と同
様、第六章の全年齢の拠点配置と拠点数は全ての年齢区分で変化はなく 4 拠
点であった。15 歳未満および 15 歳から 64 歳では、全年齢の結果で見られ
た南西部の浪岡地域へは配置されず、青森市の中心部のみへの配置となった。
65 歳以上の結果では、全年齢の結果に最も近く、浪岡地域に一つ、青森市
中心部に 3 つという配置となった。
　以上の結果は、各年齢区分別に行ったもので、対象とした年齢区分以外の
年齢の人口の影響は一切考慮に入れていない。従って、対象とした年齢区分
以外の施設利用頻度が 0 である施設の最適配置となる。これは、例えば 15
歳以下の小、中学校であると考えれば職員などの学生以外の移動を考えなけ
れば説明がつく。しかし、医療施設等は高齢者の利用が多いが若年者も利用
が考えられる施設であり、このような施設は年齢区分ごとに利用頻度を考え
る必要がある。
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図 7-5　八王子市 15 歳未満 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
図 7-6　八王子市 15 歳から 64 歳 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
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図 7-7　八王子市 65 歳以上 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
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図 7-9　青森市 15 歳から 64 歳 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
図 7-8　青森市 15 歳未満 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
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図 7-10　青森市 65 歳以上 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
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厚生労働省：平成 23 年患者調査
3.2　年齢区分別利用頻度
　ここでは、前節を踏まえ各年齢区分ごとに利用頻度を考える。しかし、そ
れぞれの年齢区分ごとの施設の利用頻度を把握することは困難である。そこ
で、厚生労働省平成 23 年患者調査より、外来の年齢別推計患者数の年齢ご
との割合を利用頻度として算出した（表 7-1）。この時、病院、一般診療所、
歯科診療所の区別はせずに総数による集計で医療施設全般の年齢別割合を算
出した。この利用頻度を基に前節と同様の分析を行った。
　図 7-11 に示した八王子市における医療施設利用頻度結果を見ると、全年
齢人口で行った分析とほぼ同様の結果で、拠点数 4 つの内 3 地点の拠点が一
致した。残る 1 拠点は、西部の高齢人口をカバーするため、北に僅かにずれ
るに留まった。
　図 7-12 に示した青森市における医療施設利用頻度結果は、全年齢人口で
行った結果より、15 歳未満及び 15 歳から 64 歳の結果に近く、南西部の浪
岡地域への拠点配置はなされなかった。
表 7-1　年齢別推計患者数
外来 総数 病院 一般診療所 歯科診療所 総数割合
総数 7261 1659 4238.8 1362.5 1
0歳 75.7 14.3 61.3 0.1 0.0104
1～4 291.9 36.2 235.1 20.6 0.0402
5～9 253 28.2 166.2 58.5 0.0348
10～14 169.1 22 117.1 29.9 0.0233
15～19 120.2 19.8 75.8 24.6 0.0166
20～24 141.8 28.8 81 32 0.0195
25～29 192.4 41.1 107.9 43.4 0.0265
30～34 241 53 130.2 57.9 0.0332
35～39 304.9 68.2 157.1 79.6 0.042
40～44 311.7 71.2 160.1 80.4 0.0429
45～49 301.6 72.2 151.2 78.2 0.0415
50～54 343.2 83 171 89.2 0.0473
55～59 441.7 110.3 219.5 111.9 0.0608
60～64 708.2 178.1 369.1 161 0.0975
65～69 680.5 169.7 371.4 139.5 0.0937
70～74 819.5 202.1 476.5 140.9 0.1129
75～79 804.1 197.2 497.4 109.4 0.1107
80～84 591 151.6 374 65.4 0.0814
85～89 302.9 77 199.2 26.7 0.0417
90歳以上 131.9 32.2 91.9 7.8 0.0182
15歳未満 789.7 100.7 579.7 109.1 0.1088
15歳から64歳 3107 725.7 1622.9 758.2 0.4279
65歳以上 3330 829.8 2010.4 489.7 0.4586
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図 7-12　青森 _ 医療施設利用頻度 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
図 7-11　八王子 _ 医療施設利用頻度 _ 拠点間移動モデル（α=0.05）
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3.3　拠点への施設の配置
　本節では、第五章における全年齢人口で行った拠点配置に、前節までで行っ
た年齢別結果を小中学校、老人福祉施設、役所、医療施設と仮定をし、それ
ぞれの施設を配置する際、どこの拠点への配置が好ましいかを探る。
　まず、4 拠点それぞれにすべての都市施設がある場合、つまり各拠点は上
記の 4 施設群を持っており、それぞれの施設をひとつずつ撤退させるとき、
どの拠点のどの施設を撤退させるべきかを計算した。
　図 7-13 下部の表に八王子市における各拠点への平均移動コストを示した。
これから、各拠点で 4 施設の内重複せずに一つだけ撤退させるとした時、ど
の拠点からどの施設を撤退させるべきかを見た図である。八王子市中心部の
3 拠点は、拠点間移動距離が短いため影響は少ないが、小中学校は南東部の
拠点を撤退させることが良い、つまり中心部の小中学校を残すべきであるこ
とがわかった。
　続いて図 7-14 下部の表に同様に青森市における各拠点への平均移動コス
トと各拠点と施設の組み合わせを示した。青森市も八王子市と同様、浪岡地
域の南西部の拠点で老人福祉施設を撤退させることが最も影響が小さいこと
から、中心部での老人福祉施設が重要な施設であることがわかる。
　次に、どの施設を残すべきか、つまり撤退する時最も影響の大きいであろ
う重要な施設はそれぞれの拠点でどの施設であるかを計算した。
　図 7-15 下部の表に八王子市における各拠点への平均移動コストを示した。
これから、4 拠点へ施設を割り振る時、平均移動距離の合計が最小の施設と
拠点の組み合わせが最適な施設配置となる。八王子市では、中心部となる 3
拠点には、それぞれ役所、医療施設、小中学校が配置されるが、南東部 id60
の拠点は、平均移動コストが最も高い 65 歳以上のみを対象とした老人福祉
施設が配置される。これは対象とする年齢区分人口の絶対数の差から、優先
施設が決定されるためであると考えられる。
　続いて、図 7-16 下部の表に同様に青森市における各拠点への平均移動コ
ストと各拠点と施設の組み合わせを示した。青森市の中心部に、それぞれ、
役所、老人福祉、医療施設が配置された。南西部の浪岡地域には小中学校が
配置された。前節の 65 歳以上の結果を見てもわかるように、id22 の拠点は
老人福祉施設が最も平均移動コストが小さい。しかし、他施設に比べ平均移
動コストをより抑えられる id456 に老人福祉施設を配置されることにより、
次に対象人口が少ない、小中学校が浪岡地域に配置されることになったと考
えられる。
　以上の結果は、年齢区分ごとに需要が異なることによる影響を考えている。
しかし、実際の施設利用を考えると学校を利用する頻度と医療施設を利用す
る頻度が異なるように、都市機能としては必需であるが施設ごとに利用され
る頻度が異なる。このことから、利便性が高い拠点には日常的に利用される
施設が配置され、時折利用される施設は次善の拠点に配置されることが考え
られる。これらを考慮し、施設ごとの利用頻度を考える。
　第 5 回東京都市圏パーソントリップ調査の結果から、ゾーン別代表交通手
段別発着施設別発生集中量を援用し、目的施設「学校・教育・幼稚園・保育
施設」、「医療・厚生・福祉施設」、「官公庁」への総発生量に対する割合を「学
校・教育・幼稚園・保育施設」を基に基準化した。この時、東京都市圏全域
の平均値を算出した結果、「学校・教育・幼稚園・保育施設」が 1 に対して、
第 5 回東京都市圏パーソントリップ
調査（2008）
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「医療・厚生・福祉施設」は 0.485、「官公庁」は 0.238 となった。青森市に
おいてはデータが無いことから、八王子市と同様に東京都市圏の結果を基に
して、施設の撤退の影響の小さい施設と大きい施設を計算した結果を図 7-17
から図 7-20 に示す。
　両市とも、中心から最も離れていた拠点に利用頻度の低い役所が配置され、
中心部の拠点から役所が撤退される結果となった。一方、利用頻度の高い小
中学校が最も利便性の低い拠点から撤退し、最も利便性の高い拠点に配置さ
れた。
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図 7-13　八王子 _ 拠点の施設撤退例
図 7-14　青森 _ 拠点の施設撤退例
!
!
!
!
八王子全年齢
ID
! 53
53
! 60
60
! 8888
! 210
210
×小中学校
×老人福祉
×役所等
×医療施設
八王子年齢区分別利用頻度
(15歳未満，15歳から64歳，65歳以上)
拠点id
88
拠点id
60
拠点id
53
拠点id
210
(1，0，0)小中学校 4206.4746 4351.3796 4239.7096 4216.8293
(0，0，1)老人福祉 4252.1686 4390.2741 4286.9103 4261.3581
(1，1，1)役所等 4222.6915 4366.9710 4256.9860 4233.8446
(0.108，0.428，0.459)医療施設 4224.4727 4368.4829 4258.9776 4235.5723
青森全年齢
id
22
22
64
64
456
456
584
584
×役所等
×老人福祉
×小中学校×医療施設
青森年齢区分別利用頻度
(15歳未満，15歳から64歳，65歳以上)
拠点id
584
拠点id
456
拠点id
64
拠点id
22
(1，0，0)小中学校 5460.4512 5450.6132 5425.7329 5718.4000
(0，0，1)老人福祉 5419.3968 5401.8105 5380.0965 5683.9335
(1，1，1)役所等 5470.1745 5456.6640 5433.5346 5730.5668
(0.108，0.428，0.459)医療施設 5467.7555 5453.0274 5430.5514 5729.0320
第七章　属性別人口分布に着目したコンパクトシティ化に向けた施設配置分析
139
図 7-15　八王子 _ 拠点への施設配置例
図 7-16　青森 _ 拠点への施設配置例
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図 7-18　青森 _ 拠点の施設撤退例 2
図 7-17　八王子 _ 拠点の施設撤退例 2
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図 7-20　青森 _ 拠点への施設配置例 2
図 7-19　八王子 _ 拠点への施設配置例 2
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4　おわりに
4.1　知見の総括
　第五章に続き、年齢別に同様の分析を行い、比較することによりそれぞれ
の年齢区分別の分布特性の差が明らかとなり、それにより年齢区分による施
設配置の検討の有効性が明らかとなった。
　また、年齢別利用頻度と施設の利用機会からみた利用頻度を組み込むこと
で、施設の重要度から撤退した時の影響が強い拠点と撤退した時の影響が比
較的軽微な拠点が明らかとなった。これにより、都市計画の際、中心的な配
置がされやすい役所などは本研究で扱った他の都市施設に比べ利用頻度が低
く、利便性の観点から最も離れた拠点に配置することが好ましく中心部から
撤退してもその影響は比較的軽微であることがわかった。また、小中学校は
15 歳以下の人口が比較的少数でも利用頻度が高いことから、中心部のもっ
とも利便性が高い拠点への配置が好ましいことがわかった。
4.2　今後の課題
　本研究においては、拠点数を拠点間の移動に対する負荷αを設定すること
により、仮に決定している。しかし、それぞれの都市で人口や財政が異なり
適正な拠点数は距離以外の要素の影響も大きいと考えられる。そのような適
正な拠点数を外的に決定できれば、拠点間をどの程度の交通網で結べばよい
か、という議論も可能となるであろう。
　さらに、利用頻度に関して、医療施設に対する年齢別の利用頻度の決定方
法の精査とともに、他施設への年齢別利用頻度の決定方法も考慮に入れる必
要がある。施設ごとの利用頻度の差に関しても、パーソントリップ調査を利
用した簡便な方法をとったが、調査区の年齢別人口構成比にトリップ発生量
が影響されていることも考慮し、施設ごとのトリップ発生頻度を明らかにす
ることも今後の課題である。
　また、青森市の浪岡地域に見られる中心部とは離れた集塊地域などは市町
村合併等により全国に数多く存在する。このような分布は行政界による計画
を前提としたコンパクト化に大きな障害となり得る。
　今後、上記のような課題を克服し、計画的な都市の縮小過程を考慮した計
画支援のため、将来人口推計を基にした長期的な適正配置を考える必要があ
る。さらに、計画的な都市の縮小を考える際、どの程度の期間を見越して最
適化すべきかといった点についても今後の課題とする。
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1　本章について
　本章では、前章までの研究で得られた知見を整理するとともに、それぞれ
の研究についての課題と展望を述べる。 
2　各章の成果の要約
　以下に、各章で得られた成果を、項目ごとに要約する。
2.1　メッシュ推計モデル
　第二章に述べ、第三章で適用したメッシュに着目した人口集計単位詳細化
推定については、従来の面補間法に比べて簡便で汎用性の高い推計モデルを
構築することが出来、誤差の分布形状も確認できた。このモデルの特徴は、
推計するにあたり、必要となるデータがメッシュ集計データのみであること
が挙げられる。従来の空間補間、面補間法による人口等のデータ推計では土
地利用、建物分布、航空写真データなど推計単位に対してより細かな分布デー
タを多く活用することで精度を高めることについての研究がなされてきた。
　これについて、従来の一般的に面補間法では、詳細かつ対象範囲に応じた
多量なデータを用いた方が精度が高くなるのに対して、本研究では、利用可
能なデータが限定された状況を想定し、簡便にメッシュデータのみで推計を
行うことで、250m メッシュ程度の人口推計を行う実用的なモデルを構築す
ることが出来た。
　さらに、本研究で提案したノイマン推計は人口規模の小さい地域でより有
効であることがわかった。そのため、ノイマン推計モデルと等分推計モデル
を対象地域によって選択することで精度を高めることが出来る。具体的には、
人口規模による境界値は 500m 推計時には 5900 人 /1㎞メッシュ未満では
ノイマン推計、それ以上では等分推計を選択し、250m 推計時には 3270 人
/500m メッシュ未満ではノイマン推計、それ以上では等分推計を選択するこ
とで、さらに推計精度を高めることが出来る可能性が示唆された。
　以上から、人口の詳細な分布を知ることにより複雑に分散した人口分布を
年齢別人口や世帯人員別世帯数なども含め、集塊性、中心性を把握すること
が出来るようになった。
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2.2　施設配置と属性別人口
　第四章では、食事施設の利用形態に着目して食品を買う施設、食事をする
施設さらには、立ち寄り利用、往復利用についての利便性を定量的に算出す
るモデルを構築することが出来た。これにより、第五章に示した通り、住宅
と施設の立地が年齢や世帯人員などについて影響があることが明らかとなっ
た。
　具体的には、単身者や若年者は食事に関する負荷を小さくすることが出来
る立地を選好することが八王子市及びその周辺地域を対象とした分析により
明らかとなった。このことは、自炊によるスケールメリットが少ない単身者
の行動と推察され、駅周辺に多く分布していることがわかった。一方で郊外
で転居をすることなく居住を続けている高齢者などは需要と施設側の供給の
不一致から、不便な地域となりフードデザート化が激化していくことが予想
される結果となった。さらに、鉄道駅など移動が集中する施設との関連から、
立ち寄り利用の利便性の高さが伺え、人口の集中の他に移動の集中による施
設の立地状況が明らかとなった。
2.3　移動距離によるコンパクトシティ評価
　第六章では、メッシュによる人口分布を基に、コンパクトシティ化に向け
た集約地域の抽出のモデルを考案した。モデルは、従来の 1 か所に集約する
コンパクト化と異なり、p-median を基に複数の集約拠点を考慮するととも
に、拠点間の関係性を考慮した。これにより、1 か所に集約地域を設定する
ことの問題点、複数の集約地域を設定することの問題点などを明確化するこ
とが出来た。
　続く第七章では、年齢別の人口分布におけるモデルの適用を行い、都市施
設として、年齢別に利用頻度が異なると思われる施設の内、教育施設と、医療・
福祉施設を例に分析を行った。これにより、年齢別人口分布の偏りや、それ
による施設配置への影響が明らかとなり、年齢別利用頻度と施設の利用機会
からみた利用頻度を組み込むことで、施設の重要度から撤退した時の影響が
強い拠点と撤退した時の影響が比較的軽微な拠点が明らかとなった。
　さらに、都市計画の際、中心的な配置がされやすい役所などは本研究で扱っ
た他の都市施設に比べ利用頻度が低く、利便性の観点から最も離れた拠点に
配置することが好ましく中心部から撤退してもその影響は比較的軽微である
ことがわかった。また、小中学校は 15 歳以下の人口が比較的少数でも利用
頻度が高いことから、中心部のもっとも利便性が高い拠点への配置が好まし
いことがわかった。
　以上から、拠点配置による都市機能の集約化を行うことで、分散化した人
口分布、施設分布から、移動を集中させそれぞれの集約地域の活性化が望め
ることが示唆された。
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3　各章の課題の要約
　続いて、各章で述べた課題を、項目ごとに要約する。
3.1　メッシュ推計モデル
　第二章でまとめたモデルの新規性は、メッシュに着目したことと、補助デー
タを使用しないことにより幾何学的に推計規模を変えられる点であると言え
る。つまり、ある規模の既知データが得られた時、本モデルを繰り返し適用
することで、任意の規模のデータを推計できるということである。しかし、
これは推計が可能であることのみを意味し、メッシュ規模により推計精度が
極端に落ちる推計限界規模があると予想される。このことから、メッシュ規
模と推計精度の関係性を明らかにすることが課題として挙げられる。
　また、メッシュ集計が行われているデータは事業所・企業統計など人口以
外のものもある。これら、人口以外のデータについてはモデルの適用可能性
があるため、その精度の確認は本モデルの今後の課題として挙げられる。
3.2　施設配置と属性別人口
　第三章、第四章では年齢別人口、世帯形態別世帯について食事施設に着目
して分析を行い、それぞれ食事施設に期待する需要に差があることが示唆さ
れた。このことと、一般的に年齢や世帯形態で需要が異なる施設との整理を
行い、それぞれ属性別人口の需要を把握する必要がある。
　また、第三章、第四章での分析では、徒歩に限った分析を行っているが、
モデルに組み込んだ移動負荷における輸送コストは、徒歩以外の交通手段を
考慮すると、劇的に変化すると予想できることから、交通手段の多様性を考
慮したモデルの構築を今後の課題としたい。
　さらに、人口密度と施設密度の関係および移動の集中をパーソントリップ
調査などの援用からモデルと実都市との整合性を確認することを課題とす
る。
3.3　移動距離によるコンパクトシティ評価
　第七章では、病院について施設利用頻度を組み込んだモデルによる分析を
行った。これについて、他施設への転用が今後の課題となる。
　また、現在の人口分布を基に分析を行ったが、コンパクトシティに向けた
拠点、施設配置を考える際には、将来的な需要の分布を把握することが望ま
しい。そのため、人口将来推計データなどを用いた長期的な最適化を目指し
たモデルへの拡張も今後の課題としたい。
　一方で、本研究で対象とした青森市に見られるように、市町村合併に伴い
本来の中心部であった地域とは離れた場所に別の人口集塊を持つ自治体が増
え、このことはコンパクトシティ化に向けた拠点配置計画では大きな問題と
なる。第六章、第七章のように複数の拠点を配置する際の各拠点間の距離を
考慮する必要があるため、小さな集塊は都市内全体の利便性維持のため都市
機能を失う可能性がある。市町村境界を前提としたコンパクト化とともに、
近隣自治体との関係性についても分析が必要であると考えられる。
　さらに、今後の人口減少から、人口の絶対数の減少による施設規模の最適
化を最適配置に組み込んだ分析が、コンパクトシティに向けた計画には有用
であると考えられ、本研究の今後の課題とする。
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4　おわりに
4.1　本論文の総括
　本論文の総括は、以下のようになる。
　コンパクトシティを基にした計画は、市町村という計画単位で考えられる
ことが多く、市町村合併の影響を受ける。その中で、郊外や山間部など含め
て人口分布の詳細な状況を把握して、需要と移動距離を算出したうえで、人
口分布と施設分布の関係の把握や、拠点の配置の計画を行うことが求められ
る。
　人口分布の詳細な状況に関しては、本論文では、全国で一律に整備された
公表データのみを利用した詳細な人口分布の推計モデルを構築し、それによ
り分布の把握が可能であることが示された。さらに人口総数の推計にとどま
らず、年齢別人口、世帯形態別世帯数など推計の汎用性は高く、様々なデー
タに対応することが出来ることがわかった。これにより、コンパクトシティ
の計画上、重要である拠点配置にメッシュ集計データが利用できることが示
唆された。
　本論文による拠点配置モデルにおいては、公表値が存在する 500m メッ
シュデータを使用し、ここで得られた推計データは使用しなかった。しかし、
市町村面積が小さい都市や、人口分布がより複雑な都市、さらには、拠点位
置のわずかなズレにより影響が大きい都心部等においては、より詳細なメッ
シュデータを扱い、拠点配置の候補点を求めることが必要であると考えられ
る。また、コンパクトシティ計画を進める上で、人口の将来推計を考慮する
ことは、都市施設の数や規模を決定する上で非常に重要であると言える。こ
れに関して、本論文のメッシュデータの詳細化では、人口の推移確率を推計
データとして扱うことにより、実人口以上に詳細な分布の把握が困難である
将来人口の分布を推計することが可能である。このことから、本論文の全国
で詳細なメッシュの推計データの手法の確立は、コンパクトシティ計画にお
いて有用であると言える。
　人口分布と施設立地の関係の把握に関しては、年齢や世帯形態の違いによ
り同じ目的の施設であっても利便性に差が生じることが示唆され、八王子市
を中心とした調査地域でそれらの施設と年齢・世帯形態の分布に偏りがある
ことがわかった。年齢や世帯形態など住民の属性によって利用方法に違いが
あり、それぞれの施設分布にも影響を与えていることや、鉄道駅などの目的
施設を考慮した立ち寄り利用の利便性の高さが確認された。このことから、
コンパクトシティにおける拠点配置では、各拠点にそれぞれ移動が集中する
交通拠点としての機能と需要を確保することにより、生活利便施設のような
民間施設の立地が誘導されることが期待される。
　拠点の配置の計画に関しては、上記の成果を踏まえて、市町村合併などを
考慮したコンパクトシティ化に向けた拠点配置におけるモデルを提示した。
移動距離や人口分布に関するコンパクトシティ研究では総移動距離最小化な
どにより人口中心を導出する手法がとられてきた。一方で、近年、全国様々
な都市で都市マスタープランにコンパクトシティという計画が盛り込まれ、
拠点配置について言及がなされてきた。しかし、その拠点配置については数、
位置ともに決定づける基準は未だ定められておらず、指標の確立が急がれて
いる。この背景に鑑み、本論文では人口分布、移動距離から複数の拠点を配
置した時の利便性の変化や問題点を拠点間の移動に着目して明らかにした。
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拠点数については、拠点間の交通網の利便性の差より、おおよその目安とな
る拠点数とその配置の把握が出来た。さらに、年齢 3 区分（15 歳未満、15
歳から 64 歳、65 歳以上）の人口を用いて拠点配置を行ったとき、それぞれ
どの程度の差があるか、つまり年齢区分別に人口集塊に差があるかの確認を
行った。さらに、これを踏まえ、与えられた拠点に目的が異なる都市施設を
配置する際に、年齢区分ごとの利用頻度、施設間の利用機会の違いを考慮し
た配置方法を例示した。
　以上に述べたことから、今後の人口減少に対する計画的な施設配置計画、
施設撤退計画によるコンパクトシティ化に向けた都市縮小の最適化に資する
知見を得ることが出来た。
4.2　今後の研究の展望
　コンパクトシティ化に向けた拠点の配置、施設の配置について今後の研究
の展望を以下にまとめる。
　コンパクトシティ化に向けて拠点配置、施設配置を考える際に、年齢や世
帯など人口の属性を考えることにより、効率的な施設配置ができることがわ
かったが、人口減少下では年齢別人口構成比つまり人口ピラミッドの形状が
著しく変化するため、必要とする施設数の変化、必要とする施設種別の変化
が大きくなると予測される。例えば、小中学校などは少子化の影響で統廃合
が各地で計画・実行されている現状から、今後も必要とする施設数が大きく
減少していくと考えられる。一方で、計画的な施設配置を考えると、ある一
時点での最適配置がその後、利便性が大きく低下することが考えられるが、
その都度、撤退・再配置を考えることはコストが増大することから、行政コ
ストの削減を目的の一つとしているコンパクトシティの概念上、好ましくな
い。このことから、人口減少などによる需要の変化に対して、利便性の変化
が無い、あるいは利便性の低下が緩やかとなるような都市の基盤となる拠点
を決定し、その枠組みの中で、施設の最良な配置計画を考えることで、長期
的なスパンでストック活用や居住地の誘導がより低コストで行うことができ
る。
　また、青森市の浪岡地域に見られるような市町村合併などによる複数の集
塊地域を持つ自治体も数多い。このような場合、自治体内の施設を利用する
より、隣接自治体の施設の方が利便性が高くなるといった状況が生じる可能
性がある。こうした時、接続する地域拠点を自治体の枠組みを越えて考える
ことで実情に即した拠点配置が行える可能性があり、隣接自治体での広域的
な計画の効果の定量化が望まれる。
　以上のことを考えると、将来需要予測を基にした時系列分析の必要性とそ
れに伴い、行政界による利用施設の限定をせず、広域でのコンパクト化の分
析により、コンパクト化に向けた施設配置モデルの検討が必要となる。さら
に、この施設配置モデルを用いて、実都市における人口分布、施設配置によ
るコンパクト化の評価を行うことを今後の課題とする。
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